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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成25年７月 平成26年７月 平成27年７月 平成28年７月 平成28年12月 平成29年12月 

売上高 （千円） 4,860,366 5,509,922 6,951,163 7,376,276 3,103,860 9,022,879 

経常利益 （千円） 352,916 491,903 760,094 880,571 236,482 1,441,791 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
（千円） 453,277 398,884 772,763 615,163 150,479 1,053,933 

包括利益 （千円） 598,979 440,585 841,792 409,680 202,390 1,124,906 

純資産額 （千円） 2,744,919 3,131,331 4,072,387 4,373,591 4,456,792 5,400,781 

総資産額 （千円） 5,728,617 6,058,530 6,664,060 6,737,386 6,734,636 7,863,991 

１株当たり純資産額 （円） 418.54 511.93 698.62 782.25 801.69 996.90 

１株当たり当期純利

益金額 
（円） 109.41 96.28 186.52 137.93 27.78 194.54 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

（円） 83.66 73.62 142.63 － － － 

自己資本比率 （％） 47.92 51.68 58.77 62.90 64.49 68.70 

自己資本利益率 （％） 19.51 13.58 21.93 15.09 3.51 21.63 

株価収益率 （倍） 7.96 10.41 8.95 7.74 42.66 16.47 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 983,494 305,238 896,532 336,425 433,016 1,324,724 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 87,437 △214,632 △169,175 △181,823 △60,674 △488,932 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △328,766 △345,020 △385,541 △344,952 △211,452 △477,340 

現金及び現金同等物

の期末残高 
（千円） 2,000,063 1,775,307 2,170,620 1,855,317 2,066,454 2,485,817 

従業員数 

（人） 

205 213 227 283 285 284 

（外、平均臨時雇用

者数） 
(54) (161) (142) (91) (80) (37) 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員を表示しております。

３．第23期、第24期、第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

４．平成26年２月１日付で１株につき200株の株式分割を行っております。第20期の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額を算定しております。 

５．第24期は、決算期変更により平成28年８月１日から平成28年12月31日までの５ヶ月間となっております。 
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（2）提出会社の経営指標等

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成25年７月 平成26年７月 平成27年７月 平成28年７月 平成28年12月 平成29年12月 

売上高 （千円） 4,272,067 4,705,812 5,548,738 6,016,367 2,614,337 7,933,468 

経常利益 （千円） 289,607 367,240 634,120 673,809 251,999 1,369,177 

当期純利益 （千円） 625,644 316,161 694,182 471,641 179,241 992,925 

資本金 （千円） 462,150 462,150 462,150 462,150 462,150 462,150 

発行済株式総数 

（株） 

           

普通株式 20,690 4,138,000 4,138,000 5,417,829 5,417,829 5,417,829 

Ａ種優先株式 5,103 5,103 5,103 － － － 

純資産額 （千円） 2,317,311 2,579,299 3,219,264 3,582,428 3,642,479 4,580,930 

総資産額 （千円） 5,239,185 5,224,696 5,601,858 5,772,808 5,725,038 6,944,147 

１株当たり純資産額 （円） 315.21 378.52 530.08 661.24 672.33 845.57 

１株当たり配当額 

（円） 

           

普通株式 2,000 10 20 22 10 45 

（うち１株当たり中

間配当額） 
(－) (－) (－) (－) (－) (－) 

Ａ種優先株式 2,507 2,507 5,015 － － － 

（うち１株当たり中

間配当額） 
(－) (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利

益金額 
（円） 151.01 76.31 167.55 105.75 33.08 183.28 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

（円） 115.48 58.36 128.13 － － － 

自己資本比率 （％） 44.23 49.37 57.47 62.06 63.62 65.97 

自己資本利益率 （％） 30.80 12.91 23.94 13.87 4.96 24.15 

株価収益率 （倍） 5.77 13.13 9.97 10.10 35.82 17.49 

配当性向 （％） 8.25 13.10 11.94 20.80 30.23 24.55 

従業員数 

（人） 

185 187 198 203 207 240 

（外、平均臨時雇用

者数） 
(51) (46) (40) (42) (35) (30) 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員を表示しております。

３．第23期、第24期、第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

４．平成26年２月１日付で１株につき200株の株式分割を行っております。第20期の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額を算定しております。 

５．第24期は、決算期変更により平成28年８月１日から平成28年12月31日までの５ヶ月間となっております。 
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２【沿革】

年月 事項

平成４年５月 京都市中京区烏丸通夷川上ルにおいてシーシーエスを創業 

画像処理システム、電子計測システム、電子制御機器の設計、製造、販売等を開始

平成５年10月 資本金1,000万円で株式会社を設立、商号をシーシーエス株式会社に変更

平成８年２月 本社を京都市中京区烏丸通夷川上ルに移転

平成９年１月 本社を京都市中京区竹屋町通烏丸東入ルに移転

平成11年３月

        ９月

本社を京都市中京区車屋町通竹屋町上ルに移転

 米国マサチューセッツ州ボストンに CCS America, Inc. を設立（現連結子会社）

平成12年５月 東京都品川区東五反田に東京営業所を開設

平成13年３月

平成15年９月

本社を京都市上京区烏丸通下立売上ルに移転

 中国上海市に日本CCS株式会社上海代表処（駐在員事務所）を開設

平成16年６月

        ９月

        11月

        12月

日本証券業協会に株式を店頭登録

 シンガポールにおける代理店 RDV(S)PTE. LTD. を完全子会社化（現連結子会社）

 ベルギーに CCS Europe N.V. を設立（現連結子会社）

 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年４月

        ６月

平成18年６月

 千葉県野田市に植物育成実験プラントを建設

 ＩＳＯ９００１認証取得

 ＩＳＯ１４００１認証取得

平成19年９月

平成20年３月

平成20年８月

平成20年12月

 

平成21年１月

平成22年４月

 

 千葉県野田市の植物育成実験プラントを売却

 中国深圳市に日本CCS株式会社深圳代表処（駐在員事務所）を開設

 愛知県名古屋市中村区に名古屋営業所を開設

 植物育成プラント事業に参画することを目的として株式会社フェアリーエンジェルに出

資、子会社化

 連結子会社RDV(S)PTE. LTD. の商号をCCS Asia PTE. LTD.へ変更

 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市

場（大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場

平成22年９月 連結子会社株式会社フェアリーエンジェルの商号を株式会社フェアリープラントテクノロ

ジーへ変更

平成23年５月 インドにCCS-ELUX LIGHTING ENGINEERING PVT.LTD.を設立（現連結子会社）

平成24年７月 株式会社フェアリープラントテクノロジーを解散

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダ

ード）に上場

平成26年１月 中国に合弁会社東莞鋭視光電科技有限公司を設立

平成28年５月 オプテックス株式会社（現 オプテックスグループ株式会社）による公開買付けにより同社

の子会社となる

平成28年８月 決算期を７月から12月に変更

平成29年５月 開発センターを開設 

平成29年５月 東莞鋭視光電科技有限公司に対する出資持分の全てを東莞科視自動化科技有限公司へ譲渡

平成29年６月 中国に晰写速光学（深圳）有限公司を設立（現連結子会社）

平成29年７月 宮城県仙台市青葉区に仙台営業所を開設
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３【事業の内容】

 当社グループは、当社（シーシーエス株式会社）及び連結子会社５社で構成されており、当社は当社の親会社である

オプテックスグループ株式会社及びその関係会社により構成されるオプテックスグループに属しております。

 オプテックスグループは各種センサ及び同装置に関する各種システムの開発、設計並びに製造販売を行っており、当

社グループの主な事業内容と各事業における各社の位置付けは次のとおりであります。

 

（1）ＬＥＤ照明事業

① ＭＶ（マシンビジョン）事業

 主に生産ラインに組み込まれる画像処理装置で使われるＬＥＤ照明装置およびその制御装置の開発・製造・販

売を行っております。

 当社が製造・販売するほか、子会社CCS Asia PTE. LTD.と晰写速光学（深圳）有限公司が製造しており、国内

では当社が販売し、海外では当社と海外連結子会社４社（CCS America,Inc.、CCS Europe N.V.、CCS Asia PTE. 

LTD.、晰写速光学（深圳）有限公司）が販売しております。なお、子会社CCS-ELUX LIGHTING ENGINEERING PVT. 

LTD.は事業活動を休止しており、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

② 新規事業（デバイスビジネス、美術館・博物館ビジネス、アグリバイオビジネス、メディカルビジネス、ＵＶ

ビジネス）

 ＬＥＤ照明装置のＬＥＤデバイスの開発・製造・販売のほか、美術館・博物館向け、アグリバイオ向け、メデ

ィカル向け、ＵＶ照射器向けのＬＥＤ照明装置及び制御装置の開発・製造・販売を行っております。

 

事業系統図

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は

被所有割合
（％）

関係内容

（親会社）

オプテックスグループ

株式会社 

注２

滋賀県大津市 
百万円 

2,798

持株会社としてグル

ープ全体の経営戦略

策定 

被所有

63.5
役員の兼任等あり。

（連結子会社）

CCS America,Inc. 

注３

アメリカ合衆国 

マサチューセッ

ツ州

千USD 

500

ＬＥＤ照明装置及び

その制御装置の販売
100.0

当社製のＬＥＤ照明装置及び

その制御装置の仕入、販売。

役員の兼任等あり。

（連結子会社）

CCS Asia PTE.LTD. 

シンガポール共

和国

千SGD 

50

ＬＥＤ照明装置及び

その制御装置の販売

及び製造

100.0

当社製のＬＥＤ照明装置及び

その制御装置の仕入、販売。 

役員の兼任等あり。

（連結子会社）

CCS Europe N.V. 

注３、４、７

ベルギー王国 

ブリュッセル

千EUR 

230

ＬＥＤ照明装置及び

その制御装置の販売

100.0

(0.0)

当社製のＬＥＤ照明装置及び

その制御装置の仕入、販売。 

役員の兼任等あり。

（連結子会社）

晰写速光学（深圳）有

限公司 

注３、５

中華人民共和国

広東省

千元 

3,000

 

ＬＥＤ照明装置及び

その制御装置の販売

及び製造 

100.0

当社製のＬＥＤ照明装置及び

その制御装置の仕入、販売。 

役員の兼任等あり。 

その他１社

注６
－ － － － －

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、親会社および子会社の事業を記載しております。

２．有価証券報告書を提出しております。 

３．特定子会社に該当しております。

４．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

５．資本金は登録資本金を記載しております。

６．連結子会社CCS-ELUX LIGHTING ENGINEERING PVT.LTD. がありますが、事業活動を休止しており、重要性が乏

しいため、記載を省略しております。

７．以下の連結子会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。主な損益情報等は以下のとおりであります。

名称
売上高

（千円）
経常利益
（千円）

当期純利益
（千円）

純資産額
（千円）

総資産額 
（千円）

 CCS Europe N.V. 1,336,513 173,548 114,091 618,915 714,037 
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５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

平成29年12月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

ＬＥＤ照明事業 284 (37)

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数の平均雇用人員は、外書で（ ）内に記載しております。

 

（2）提出会社の状況

平成29年12月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

240（30） 39.8 7.6 5,945

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数の平均雇用人員は、外書で（ ）内に記載しております。

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社はＬＥＤ照明事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

（3）労働組合の状況

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績 

当連結会計年度における国内の経済は、政府の経済政策などの効果もあり、緩やかに回復いたしました。 

海外では、米国の景気は着実に回復しており、欧州の景気は緩やかに回復しております。また、中国をはじめ

とするアジア地域では、景気の持ち直しの動きがみられました。 

このような状況の中、当社グループの主たる事業分野であるＭＶ（マシンビジョン）事業は、前連結会計年度

に引き続き取り組んでいるソリューションの拡充や営業エリアの拡大、新製品の投入が功を奏し、国内での売上

が拡大いたしました。また、海外におきましては、欧州では大型顧客向けの販売が好調に推移し、アジアでもマ

レーシアなどの新興国での販売が順調に拡大したことから、売上高は堅調に推移いたしました。 

新規事業では、急速に拡大しているＵＶ-ＬＥＤ市場でのＵＶ照射器ビジネスの事業展開や「自然光ＬＥＤ」の

応用展開に注力した結果、売上高は着実に拡大しております。 

平成29年５月に中国の子会社の当社出資持分の全てを譲渡したことにより、関係会社出資金売却損47百万円を

特別損失に計上しております。 

以上の結果、売上高は9,022百万円、営業利益は1,496百万円、経常利益は1,441百万円、親会社株主に帰属する

当期純利益は1,053百万円となりました。 

なお、当社は平成28年８月３日開催の臨時株主総会決議により、決算期末を７月31日から12月31日に変更いた

しました。これにより、比較対象となる前連結会計年度が平成28年８月１日から平成28年12月31日までの５ヶ月

間となったため、前連結会計年度との比較については記載しておりません。 

 

（2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ419百万円増加

し、2,485百万円となりました。

 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は1,324百万円となりました。これらの主な要因は、税金等調整前当期純利益が

1,389百万円、減価償却費203百万円、賞与引当金の増加179百万円、売上債権の増加264百万円、たな卸資産の増

加289百万円等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果支出した資金は488百万円となりました。これらの主な要因は、有形固定資産の取得による支出

364百万円、貸付けによる支出100百万円等によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果支出した資金は477百万円となりました。これらの主な要因は、短期借入金の純減少250百万

円、長期借入金の返済による支出170百万円、配当金の支払額54百万円等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

 当社は平成28年８月３日開催の臨時株主総会決議により、決算期末を７月31日から12月31日に変更いたしました。 

これにより、比較対象となる前連結会計年度が平成28年８月１日から平成28年12月31日までの５ヶ月間となったた

め、前連結会計年度との対比は記載しておりません。 

 

（1）生産実績

 当連結会計年度の生産実績を製品分類別に示すと次のとおりであります。

製品分類の名称 
当連結会計年度 

（自 平成29年１月１日 
至 平成29年12月31日） 

前年同期比（％）

ＬＥＤ照明装置（千円） 2,271,209 － 

制御装置（千円） 713,430 － 

その他（千円） 299,819 － 

合計（千円） 3,284,459 －

（注）１．金額は、製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（2）受注状況

 当連結会計年度の受注状況を製品分類別に示すと、次のとおりであります。

製品分類の名称 

当連結会計年度 
（自 平成29年１月１日 
至 平成29年12月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

ＬＥＤ照明装置 6,886,037 － 469,897 － 

制御装置 1,353,006 － 72,667 － 

その他 992,466 － 61,284 － 

合計 9,231,510 － 603,849 － 

（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（3）販売実績

  当連結会計年度の販売実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。

製品分類の名称 
当連結会計年度 

（自 平成29年１月１日 
至 平成29年12月31日） 

前年同期比（％） 

ＬＥＤ照明装置（千円） 6,717,597 － 

制御装置（千円） 1,332,479 － 

その他（千円） 972,802 － 

合計（千円） 9,022,879 － 

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社は「お客様に愛と感謝」を社是としており、ＣＣＳ（Creating Customer Satisfaction）という社名が示すと

おり「顧客満足の創造」は、企業活動の原点となっております。 

創業以来、当社は、顧客の要望を真摯に受け止め、製品技術の開発に取り組んでまいりました。今後も「すべては

お客様のために」を行動指針とし、ライティングノウハウを活用した「ライティング・ソリューション」を広くユー

ザーへ提供することで、「光を科学し、社会に貢献する」という基本理念を実現し、世界に「見える！」を提供して

まいります。 

また、オプテックスグループの一員としての融合を進め、最大限のシナジーを追求するとともに、当社としての企

業価値向上に取り組み、全社員一丸となって、より高品質、高付加価値の照明製品や光応用製品を生み出してまいり

ます。加えて、企業の果たすべき社会的責任の重要性を認識し、コンプライアンス体制の強化とコーポレート・ガバ

ナンスの充実に努めてまいります。 

 

当社グループは、中長期の経営計画の基本方針として、以下の３つを掲げて取り組んでまいります。 

①  国内・海外のＭＶ市場で大きくシェアＵＰ。ＵＶは第２の収益の柱に。 

②  市場の変化をリードし、「変化は、いつもＣＣＳから」を業界常識に。 

③  ４年後の、売上高200億円を支える強靭な体制を構築。 

 

また、オプテックスグループの一員としての融合を進め、最大限のシナジーを追求するとともに、当社としての企

業価値向上に取り組み、全社員一丸となって、より高品質、高付加価値の照明製品や光応用製品を生み出してまいり

ます。当社グループは、これらの基本方針を実現するための重要課題を以下のとおり認識しております。 

 

① 国内・海外のＭＶ市場で大きくシェアＵＰ。ＵＶは第２の収益の柱に。 

・国内ＭＶ市場 

 お客様へ「見える！」を提供すべく、ソリューションの拡充と提案力の強化に注力してまいります。そのため

に、当社の主力製品である画像処理用ＬＥＤ照明の製品ラインアップを増やしていくとともに、ＬＥＤ照明以外の

カメラ・レンズ等の周辺領域の商材についても様々な企業とのコラボレーションにより拡充してまいります。 

・海外ＭＶ市場 

 世界全エリアでのトップシェア獲得を目指し、新興国を含む未開拓エリアなど攻めきれていない海外市場への事

務所開設等、営業体制を強化し、エンドユーザーとの関係を構築してまいります。また、顧客企業のグローバル展

開および海外におけるマシンビジョン照明市場の拡大に対応し、各地域固有の顧客ニーズに適合したサービス提供

や製品を投入し、ソリューション提案を進めてまいります。 

・新規事業 

 デバイスビジネス、美術館・博物館ビジネス、アグリバイオビジネス、メディカルビジネス、ＵＶビジネスにお

いて当社のコアコンピタンスを効率的に活用してまいります。中でもＵＶ市場は大きく成長することを見込んでい

るため、ＵＶビジネスに注力してまいります。また、適正投資額の範囲を見定めながら、事業の統合やより成長性

の高い事業の新芽発掘を進め、堅実な事業拡大を図ってまいります。 

 

② 市場の変化をリードし、「変化は、いつもＣＣＳから」を業界常識に。 

・技術力とモノづくり力の強化 

 業界をリードする製品を継続的に市場に提供してまいります。それを支える技術力の強化として、ＬＥＤデバイ

ス技術の深化と、製品性能・機能の進化といった、コア技術の進化と深化を進めるとともに、技術トレンドを先読

みして、積極的な先行技術開発にも取り組んでまいります。これらの技術資産を活用し、製品開発力を底上げする

とともに、開発プロセスの変革と改善を進め、新製品の市場投入を加速してまいります。 

 また、当社独自のモノづくりコア技術を強化し、製品の高付加価値化、ブラックボックス化による他社との差別

化を実現してまいります。 

 

③ ４年後の、売上高200億円を支える強靭な体制を構築。 

・経営インフラの充実・強化 

 事業規模の拡大や事業のグローバル化に対応するため、本社・生産拠点・開発拠点の拡張、人材採用、グローバ

ルベースの情報システム構築といった経営インフラの充実・強化を進めてまいります。 

また、多様化するお客様からのご要望に対応するため、さらなる生産性の向上活動に継続的に取り組み、外注マネ

ージメント、グループ会社の活用を推進することで、コスト競争力を強化するとともに、さらなる増産体制を構築

してまいります。あわせて、業界Ｎｏ．１品質を支える品質行政を徹底してまいります。 

・事業融合によるシナジー効果の最大化 

 当社は、オプテックスグループの一員としてシナジーを最大化すべく、グループ企業との連携強化を進め、製品

企画や、技術力・モノづくり力の強化、販売力の拡大等を進めてまいります。 
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４【事業等のリスク】

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

 なお、本項に記載した将来や想定に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したも

のであり、潜在的リスクや不確定要因等を網羅するものではありません。

 

（1）経済動向の変化について 

 世界及び日本経済の動向は、米国経済の堅調な伸びに牽引されながら成長し、日本においても東京オリンピッ

ク・パラリンピックにむけた投資が始動するとともに製造業の設備投資が牽引し景気は緩やかに回復傾向が続く

ものと予測しております。しかしながら、新興国経済の減速懸念、EU委員会の多国籍企業への追徴、ドイツ金利

上昇、米国の大規模税制改革の影響、原油価格の上昇など、経済環境は依然不透明な状況にあり、当社グループ

の製品を販売している国及び地域において、想定以上に経済動向の変化による影響を受けた場合、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（2）画像処理装置に関する設備投資の影響について 

 当社グループのＬＥＤ照明装置及び制御装置が使用された画像処理装置は、微細化が進む電子部品や半導体の

検査工程に導入され、検査の高度化が要求されております。また生産効率の向上や検査精度の均一化を目的にし

て、従来の目視検査に替わる検査技術として三品（食品、医薬品、化粧品）業界や自動車業界など幅広い業界で

導入されております。 

 当社グループの売上は、画像処理装置向けが大半を占めていることから、画像処理装置を導入しているメーカ

ーの生産・販売方針や新製品開発状況などにより、設備投資動向が急激に変動した場合、影響を受ける可能性が

あります。 

 

（3）当社グループの販売経路について

 当社グループの主な販売先は、画像処理検査装置を最終ユーザーに販売するシステムインテグレーターの他、

商社、画像処理検査装置等の装置メーカーであります。当社グループでは、システムインテグレーター等との販

売活動における連携等による共同体制の構築、販売先及び最終ユーザーに対して工業用ＬＥＤ照明装置について

の勉強会及び導入事例を紹介するセミナーなどの開催を通じてライティングソリューションの提供を行い、製品

の導入促進やユーザーニーズへの対応を実施しております。しかしながら、販売代理店等の施策が想定どおり効

果を発揮しない場合、当社グループの事業展開や業績に影響を与える可能性があります。 

 

（4）製品の研究開発について

 当社グループは、一部の製品において既存の競合他社のみならず海外の廉価製品によるコモディティ化の結

果、価格競争の激化に直面しております。当社グループでは、中長期の観点からも継続的な研究開発を進めるこ

とにより多様化・複雑化している顧客ニーズに適合した製品や高性能・高付加価値製品を市場へ投入し競合先と

の差別化を図っております。しかしながら、研究開発や製品開発が予定どおりの結果を得られず、競合製品に対

する当社グループ製品の付加価値が相対的に低下した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

（5）新規事業について

 当社グループは、これまで培った技術やノウハウを基礎として新規事業（ＵＶビジネス、美術館・博物館ビジ

ネス、メディカルビジネス、アグリバイオビジネス、デバイスビジネス）への展開を進めており、市場動向や業

界構造等を見極め、慎重な事業計画の下での事業運営をしておりますが、市場動向や業界構造の急激な変動によ

って想定している成果が得られない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（6）企業買収について

 当社グループは、企業価値を継続的に向上させるために必要な技術を内部より成熟させる旨を基本としており

ますが、事業の成長を加速させる上での有効な手段となる場合や市場における優位性を確立するといった相乗効

果が見込める場合、必要に応じて事業戦略の一環として企業買収等を実施することがあります。しかしながら、

既存事業及び買収等の対象事業について効率的に経営資源を活用することができなかった場合には、当社グルー

プの経営成績及び財務状態が悪影響を受ける可能性があります。
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（7）為替変動の影響について 

 当社グループの海外売上高の総売上高に占める割合は当連結会計年度において３割程度となっておりますが、

今後も海外売上高を拡大する方針であるため、当社グループの業績は為替の変動により影響を受ける可能性があ

ります。

 

（8）提携・協業について 

 当社グループは、これまでも様々な資本及び業務提携・協業を締結してまいりました。今後も事業展開に関し

てより戦略的な提携・協業を検討してまいりますが、様々な事業環境の変化により提携・協業パートナーとの事

業戦略上の連携状況が変化した場合や協力関係から期待した成果が得られなくなった場合には、当社グループの

事業活動に影響を受ける可能性があります。

 

（9）情報セキュリティについて

 当社グループは、事業を展開するうえで、顧客及び取引先の機密情報や個人情報を保有しているほか、当社グ

ループの技術・営業その他の事業に関する機密情報等を保有しております。このため、コンピューターウィルス

の感染や不正アクセスその他不測の事態による、機密情報等の滅失・改ざん・漏えいすることが無いよう「情報

管理規程」の制定等、グループ全体で徹底した管理とセキュリティの強化、社内教育を行っております。しかし

ながら、過失や盗難、外部からの攻撃、その他想定外の事態によりこれらの機密情報等が流失した場合、当社グ

ループの事業に影響を与える可能性があります。 

 

（10）優秀な人材確保について

 当社グループの事業拡大を図るためには、優秀な人材の確保と育成が必要不可欠であり、優秀な人材を採用・

育成し、実力ある従業員の確保に努めております。しかしながら、当社グループの事業拡大に必要な優秀な人材

の確保が困難になった場合、当社グループの事業活動や業績、成長見通しに影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。 
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６【研究開発活動】

 当社グループは「光を科学し、社会に貢献する」を基本理念として掲げ、積極的な研究開発に努めてまいりまし

た。 

 当社グループにおける研究開発や商品開発活動は、主として技術・研究開発部門が担当しています。技術・研究開

発部門は、先端技術の研究開発等を担当する光技術研究部、照明やＵＶ－ＬＥＤ照射器の商品開発を担当する照明技

術・商品開発部、照明や照射器を駆動・制御する電源や制御装置の商品開発を担当する制御技術・商品開発部、ＬＥ

Ｄデバイスの商品開発を担当するデバイス技術・商品開発部の４部署の構成で、それぞれが密接に協力しながら研究

開発や商品開発を進めております。 

技術・研究開発スタッフはグループ全体で平成29年12月末現在57名にのぼり、これは全社員の約20％に相当しま

す。また、当連結会計年度における当社グループの研究開発費の総額は680百万円に達します。加えて当社グループ

は、研究開発における成果等、知的財産の権利化にも積極的に取り組んでおり、当連結会計年度で、14件の特許を出

願いたしました。 

 当連結会計年度における研究成果は次のとおりであります。 

 
（1）ＭＶ（マシンビジョン）事業 

ＭＶ事業では、様々な検査対象物や画像検査装置に最適なライティングソリューションを提供できるよう、多

種多様な照明、電源、制御装置を商品化してまいりました。昨今のファクトリーオートメーションや画像検査装

置の進歩には著しいものがあり、お客様のニーズの高度化・多様化が加速しています。このような動向にいちは

やく対応すべく、当社が長年に亘って蓄積してきた光学技術、制御技術、評価・解析技術を駆使する事に加え

て、新技術の研究開発にも積極的に取り組み、卓越した性能の商品や革新的な機能を備えた商品をお客様に提供

しております。 

 

①ＰＦシリーズ ラインナップ拡充 

「ＰＦシリーズ」は、キセノンランプ置き換えを狙う、ストロボ発光の照明と電源です。発光時間は

0.1μsec（1μsecは100万分の1秒）単位で設定可能です。瞬間的に極めて強力な光を照射できることから、検

査対象物が高速で移動するような製造ラインにおける画像処理検査に適します。 

今回この「ＰＦシリーズ」に、２タイプ16機種の照明を追加し、シリーズを拡充しました。「ＨＰＲ－Ｐ

Ｆ」はリング形状、「ＨＰＤ－ＰＦ」はドーム形状で、両タイプとも発光色は白色と赤色の２種、サイズは４

種を準備しました。いずれも均一な拡散光を照射することで、検査対象物の表面に光沢や凹凸などがある場合

でも精細な撮像が可能であり、飲料容器、包装パッケージ、薬品、小型電子部品の外観検査や文字読み取りに

適しております。 

 
②ＬＮＩＳシリーズ リニューアル 

「ＬＮＩＳシリーズ」は、従来のラインセンサ用照明では検出が困難だったストリークなどの流れ方向のキ

ズの検出を目的に、独自の光学設計で両側斜光照射を実現した、まったく新しいコンセプトの製品です。 

今回リニューアルした「ＬＮＩＳ２シリーズ」は、従来の「ＬＮＩＳシリーズ」と比較して最大1.5倍の高出

力を実現しており、より広い用途での利用が見込まれます。コンパクトな筐体設計で省スペースを実現すると

ともに、発光面を片側に寄せた筐体設計により、カメラの視野を遮ることなく検査対象物に照明を近づける事

が可能となります。発光色は白色で、サイズは100ｍｍから1,000ｍｍの10種を用意いたしました。 

 

③スポット照明ＨＬＶ３シリーズ 

スポット照明は電子部品・半導体の製造工程において、部品の位置合わせのためのアライメントマーク認識

等に広く使用されています。通常、スポット照明は位置合わせ装置１台に複数個使われます。一方、スポット

照明は、ＬＥＤを１個だけ搭載する構成上、ＬＥＤの放射輝度ばらつきが照明の明るさの個体差となって現れ

ます。その結果、お客様が複数のスポット照明の明るさを調整するために大きな工数がかかることが問題でし

た。 

今回商品化した「ＨＬＶ３シリーズ」では、当社での製造時にＬＥＤに供給する電流を個別に調整すること

で、明るさの個体差がない機種を用意しました。これにより、お客様の照明取り付けやメンテナンス時の明る

さ調整の工数削減に貢献いたします。 

また、全機種でＬＥＤを高出力化することで明るさを向上させ、専用電源との組み合わせで最大２倍の明る

さを実現した機種もラインアップに追加しました。さらに、光学系について根本的に見直し、当社テレセント

リックレンズと組み合わせた際の均一度は全機種で80％以上を達成しております。 

以上のように、全機種の明るさと均一性を向上させることに加えて、用途に合わせた多様なタイプを追加

し、全29機種を商品化しました。 
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④照明、電源や制御装置におけるインテリジェント化の推進と新発光デバイスの利用に関する取り組み 

昨今、Society5.0(Industrie4.0)、ＩｏＴ、ＡＩなど、ＩＣＴの活用によるファクトリーオートメーション

の革新が急速に進行していることを背景に、当社は、情報ネットワークが張り巡らされた工場での利用を前提

とした照明や電源、制御装置におけるインテリジェント化を推進し、スマート化に関する研究を進めておりま

す。 

また、工場内の多種多様な機器を情報ネットワークに接続するため、さまざまな通信規格が提唱されていま

す。このため当社では、工場内情報ネットワークに接続される当社の電源や制御装置を主要な通信規格に対応

させるべく、新技術・新商品の開発に取り組んでいます。さらに、照明、電源、制御装置のインテリジェント

化を推し進め、ＬＥＤ照明の寿命予測や予知保全を実現するための調査、研究も進めております。 

加えて、近年注目されている有機ＥＬやレーザーダイオードなどの新しい発光デバイスを利用するための調

査、開発も進めてまいります。 

 

（2）新規事業 

①ＵＶ（Ｕｌｔｒａ Ｖｉｏｌｅｔ：紫外線）ビジネス 

環境負荷の低減や省電力などの社会的要請と、ＵＶ（紫外）－ＬＥＤの性能向上を追い風に、樹脂や接着剤

の硬化、印刷、感光など様々な工業分野において水銀ランプに代わってＬＥＤ光源が使われるようになりつつ

あります。最近では、電子回路基板のパターン形成に用いられるＵＶ露光装置でもＬＥＤ化が検討されるよう

になってきました。 

これらのＵＶ－ＬＥＤ照射器や露光装置用ＵＶ－ＬＥＤ光源の市場規模は非常に大きく、また、当社が今ま

で蓄積してきた技術が活用できるため、ＵＶビジネスの拡大に向けて積極的に研究・開発に注力しておりま

す。すでに商品化した水冷型ＵＶ－ＬＥＤ照射器をベースに、高出力化、多波長化、空冷化といった商品拡充

を進めています。また、紫外光よりもさらに短い波長（200～300nm）で、細菌やウィルスの殺菌、飲料水・空

気の浄化など幅広い分野で利用が可能な深紫外ＬＥＤデバイスの開発を、情報通信機構深紫外光ＩＣＴデバイ

ス先端開発センターとの共同研究で進めております。 

 

②美術館・博物館ビジネス 

自然光ＬＥＤを搭載した美術館・博物館用ＬＥＤ照明は、平均演色評価数が照明業界で最高水準であり、展

示物本来の色を忠実に再現します。加えて、展示物に与える損傷をきわめて小さくできます。このような美術

館・博物館用ＬＥＤ照明は、貴重な展示物の照明に最適であり、美術館、博物館、寺社での採用例は100件を超

えております。 

また、高演色性や低損傷性の追求だけではなく、明るさや均一性の向上、機器の高機能化や小型化などの研

究開発にも積極的に取り組んでおります。 
 

③メディカルビジネス 

医療分野では、観察や治療のために特殊な照明が必要とされます。当社は、自然光ＬＥＤデバイス技術とＭ

Ｖ用ＬＥＤ照明技術を活用し、さまざまなご要望に細かくお応えすることで医療用ＬＥＤ照明を商品化し、市

場において高い評価をいただいています。更なる高機能・高性能のご要望にお応えし、メディカルビジネスを

拡大させてまいります。 

 

④アグリバイオビジネス 

植物工場において、植物を速く、大きく、美味く成長させることを目的に、ＬＥＤ照明の特性が植物の成長

に及ぼす影響について長年研究してまいりました。現在は光だけではなく、気温や水温、風速・風向、肥料成

分などの環境パラメータも総合的に研究しており、ＬＥＤ照明をより効果的に使用していただくための栽培環

境条件のコンサルティングも行っております。加えて、最新の分析技術を活用し、植物育成に最適な肥料を提

供するビジネスモデルの展開も始めました。 

また、レタス等の葉菜類の栽培ノウハウを活かしたイチゴの通年栽培の研究も始めました。一年を通して高

品質のイチゴを求める声は多く、大きなビジネスチャンスと捉え、開発に注力してまいります。 

 

⑤デバイスビジネス 

当社は、色の再現性が極めて高い白色ＬＥＤデバイスを「自然光ＬＥＤ」として商品化しています。色の再

現性を示す平均演色評価数Ｒａは、業界最高水準の98に達します。この「自然光ＬＥＤ」は、当社の美術館・

博物館向け照明や基準光源に搭載されております。 

さらに、この「自然光ＬＥＤ」の研究開発の過程で得た、分光スペクトルをコントロールする技術により、

各種分析装置向けに特殊な分光スペクトルのＬＥＤデバイスも提供しています。 

医療機器用ＬＥＤ光源の分野では、高演色性や特殊スペクトル技術が高く評価され、さまざまな観察や治療

の用途に向け、医療機器メーカーと共同で、最適なＬＥＤデバイスの研究開発・商品開発を進めております。 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析、検討内容は、有価証券報告書提出日現在において当社グルー

プが判断したものであります。

（1）重要な会計方針及び見積り

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成さ

れております。この連結財務諸表の作成に当たりましては、経営者による会計方針の採用や、資産・負債及び収

益・費用の計上については経営者の見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を

勘案して合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異

なる場合があります。 

 当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 注記事

項 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

① 財政状態の分析

 当連結会計年度末の資産につきましては、総資産は7,863百万円（前期比1,129百万円増）、負債は2,463百万

円（前期比185百万円増）、純資産は5,400百万円（前期比943百万円増）となりました。 

 

 当連結会計年度末における資産、負債及び純資産の状態に関する分析は以下のとおりであります。 

 

 総資産は7,863百万円（前連結会計年度末6,734百万円）となりました。これは主に、現金及び預金387百万円

の増加、受取手形及び売掛金152百万円の増加、たな卸資産218百万円の増加、土地116百万円の増加、その他

（投資その他の資産）90百万円の増加等によるものであります。 

 負債は、2,463百万円（前連結会計年度末2,277百万円）となりました。これは主に、短期借入金250百万円の

減少、未払法人税等270百万円の増加、賞与引当金174百万円の増加等によるものであります。 

 純資産は、5,400百万円（前連結会計年度末4,456百万円）となりました。これは主に、親会社株主に帰属する

当期純利益1,053百万円の増加、剰余金の配当54百万円の減少、為替換算調整勘定73百万円の増加、非支配株主

持分113百万円の減少等によるものであります。 

 
② 経営成績の分析 

 当連結会計年度の経営成績につきましては、「第２ 事業の状況 １．業績等の概要（1）業績」に記載のと

おりであります。

 

（3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

 キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １．業績等の概要（2）キャッシュ・フロー

の状況」に記載のとおりであります。

 

（4）経営戦略の現状と見通し 

 経営戦略の現状と見通しにつきましては、「第２ 事業の状況 ３．経営方針、経営環境及び対処すべき課題

等」に記載のとおりであります。 

 

（5）経営者の問題認識と今後の方針について 

 経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「第２ 事業の状況 ３．経営方針、経営環境及び対処すべ

き課題等」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 当社グループの当連結会計年度における設備投資額は349,097千円であります。

 主なものは、研究設備98,217千円、生産設備34,397千円、土地の取得116,269千円等の設備投資を実施しました。

 なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

（1）提出会社

平成29年12月31日現在
 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
（千円） 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

工具、器具
及び備品 
（千円） 

土地 
（千円） 

（面積㎡） 

リース資産 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

（京都市上京区） 
会社統括業務他 178,673 － 60,352 

356,002 

(1,100) 
－ 595,027 102(5) 

光技術研究所 

（京都市上京区） 
研究開発設備 106,217 － 39,738 

168,389 

(326) 
－ 314,345 12(1) 

光技術研究所 

（京都市上京区） 
生産設備 54,018 － 12,120 

84,194 

(163) 
－ 150,334 4(2) 

生産センター 

（京都市下京区） 
生産設備 4,345 － 37,368 － 678 42,391 41(17) 

開発センター 

（京都市下京区） 
研究開発設備 20,327 － 39,614 － － 59,941 45(4) 

東京営業所 

ほか９箇所 
営業所統括業務他 6,347 1,651 23,479 － － 31,479 36(1) 

 （注）１．建物は本社及び光技術研究所以外は賃借物件であり、建物は内装設備であります。

２．上記金額には消費税等を含めておりません。

３．臨時従業員数を外書しております。

 

（2）在外子会社 

平成29年12月31日現在
 

会社名 事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び構
築物 
（千円） 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

工具、器具
及び備品 
（千円） 

土地 
（千円） 

（面積㎡） 

リース資産 
（千円） 

合計 
（千円） 

CCS Asia 

PTE.LTD. 

（シンガポ

ール共和

国） 

営業・生産

設備 
11,361 8,454 9,163 － － 28,979 15(3) 

CCS Europe N.V. 

（ベルギー

王国ブリュ

ッセル） 

営業設備 25,522 11,458 11,116 － － 48,097 7(4) 

 （注）１．建物は全社賃借物件であり、CCS Asia PTE. LTD.の帳簿価額は内装設備であります。 

２．臨時従業員数を外書しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

（2）重要な設備の売却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年３月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,417,829 5,417,829

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 5,417,829 5,417,829 － －

 

 

（2）【新株予約権等の状況】

   該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（4）【ライツプランの内容】

      該当事項はありません。
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（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成24年10月31日

（注）１
－ 25,793 － 462,150 △450,000 127,450

 平成26年２月１日

（注）２
4,117,310 4,143,103 － 462,150 － 127,450

 平成28年５月２日

（注）３
1,279,829 5,422,932 － 462,150 － 127,450

 平成28年５月13日

（注）４
△5,103 5,417,829 － 462,150 － 127,450

（注）１．平成24年10月30日開催の第19回定時株主総会において、資本準備金を450,000千円減少し、その他資本剰余金

に振り替えることを決議しております。

２．平成25年９月26日開催の取締役会決議、平成25年10月29日開催の第20回定時株主総会及びＡ種優先株主による

種類株主総会における定款の一部変更の承認可決により、平成26年２月１日を効力発生日として、普通株式を

１株につき200株の割合をもって分割を行いました。これにより、発行済株式の総数は4,117,310株増加して

4,143,103株となっております。

３．発行済株式総数の増加は、Ａ種優先株式5,103株の取得請求権の行使による普通株式の増加であります。

４．発行済株式総数の減少は、自己株式（Ａ種優先株式）の消却によるものであります。

 

（6）【所有者別状況】

① 普通株式 

平成29年12月31日現在 
 

区分 

株式の状況（1単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 5 25 26 36 8 1,796 1,896 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 1,489 797 34,766 4,155 18 12,945 54,170 829 

所有株式数の

割合（％） 
－ 2.75 1.47 64.18 7.67 0.03 23.90 100.00 － 

（注）自己株式235株は「個人その他」に２単元、「単元未満株式の状況」に35株含まれています。
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（7）【大株主の状況】

    平成29年12月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

オプテックスグループ株式会社 滋賀県大津市におの浜４丁目７－５ 3,441,651 63.5 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 92,900 1.7 

MLI FOR CLIENT GENERAL NON 

TREATY-PB（常任代理人 メリル

リンチ日本証券株式会社） 

MERRILL LYNCH FINANCIALCENTRE ２ KING 

EDWARD STREET LONDON EC１A １HQ 

（東京都中央区日本橋１丁目４-１ 日本橋一丁

目三井ビルディング） 

78,700 1.5 

MSIP CLIENT SECURITIES 

（常任代理人 モルガン・スタ

ンレーＭＵＦＧ証券株式会社） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,. LONDON E14 

4QA, U.K.（東京都千代田区大手町1－9－7 大

手町フィナンシャルシティ サウス. タワー） 

70,400 1.3 

ML PRO SEGREGATION ACCOUNT

（常任代理人 メリルリンチ日

本証券株式会社） 

THE CORPORATION TRUST COMPANY CORPORATION 

TRUST CENTER 1209 ORANGE ST WILMINGTON 

DELAWARE USA（東京都中央区日本橋１丁目４-

１ 日本橋一丁目三井ビルディング） 

59,900 1.1 

シーシーエス従業員持株会 
京都市上京区烏丸通下立売上ル桜鶴円町３７４ 

番地 
56,300 1.0 

NOMURA PB NOMINEES LIMITED. 

OMNIBUS-MARGIN(CASHPB)（常任

代理人 野村證券株式会社） 

1 ANGEL LANE LONDON, EC4R 3AB, UNITED 

KINGDOM（東京都中央区日本橋１丁目９－１） 
54,700 1.0 

栢原 伸也 東京都八王子市 41,900 0.8 

黒岩 和之 高知県香南市 36,600 0.7 

上田 隆彦 京都市西京区 30,600 0.6 

計 － 3,963,651 73.2 

 

 

（8）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,416,800 54,168

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 普通株式       829 － －

発行済株式総数 5,417,829 － －

総株主の議決権 － 54,168 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 35株が含まれております。
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②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

シーシーエス株式会社 
京都市上京区烏丸通 

下立売上ル桜鶴円町374番地 
200 － 200 0.0

計 － 200 － 200 0.0

 

（9）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】    会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

 

（1）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（2）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

 

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 122 297

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成30年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。 

 

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株
式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

－ － － －

その他
（－）

－ － － －

保有自己株式数 235 － 235 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成30年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び売渡による株式は含まれておりません。 
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３【配当政策】

 当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付け、事業活動によって得られた利益を、従

業員への賞与、株主の皆様への配当、成長資金としての内部留保へ適正に配分することにより、資本効率を高め、持

続的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。 

 経営環境の変化に耐えうる財務基盤を維持し、中長期の成長資金確保のため、内部留保の充実を図りながら、配当

につきましては、当面、期末配当として年１回、連結配当性向20％～30％を目標として、継続的かつ業績に応じた利

益還元をしていく方針です。 

 また、内部留保金につきましては、財務体質強化のために自己資本の充実を図るとともに、中長期の成長戦略実現

のための研究開発等の投資資金として活用してまいります。

 なお、当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る旨、定款に定めております。 

 

 当事業年度に係る剰余金の配当金は以下のとおりであります。

決議年月日 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成30年２月20日

取締役会決議
普通株式 243,791 45

 

４【株価の推移】

（1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 普通株式 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期

決算年月 平成25年７月 平成26年７月 平成27年７月 平成28年７月 平成28年12月 平成29年12月

最高（円） 155,000
478,000

(注)2 1,749
1,993 1,790 1,350 3,905

最低（円） 74,400
135,000

(注)2   800
916 800 1,006 1,175

（注）１．最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

２．平成26年２月１日を効力発生日として普通株式１株につき200株の株式分割を行っており、株式分割による権

利落後の最高・最低株価を示しております。

３．第24期は、決算期変更により平成28年８月１日から平成28年12月31日までの５ヶ月間となっております。

 

（2）【最近６月間の月別最高・最低株価】

 普通株式

月別 平成29年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 2,287 2,847 3,465 3,905 3,865 3,425

最低（円） 1,976 2,015 2,331 3,230 2,817 3,150

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性 ７名 女性 ０名 （役員のうち女性の比率０％）

（1）取締役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（株） 

取締役社長 

（代表取締役） 
－ 大西 浩之 昭和40年８月８日生 

 
平成２年４月 日興證券株式会社（現 ＳＭＢＣ日

興証券株式会社）入社 

平成９年２月 日興アイ・アール株式会社出向 

平成11年８月 

平成14年１月 

平成18年３月 

平成20年３月 

日本オラクル株式会社入社 

イーシステム株式会社入社 

同社 取締役 

三光ソフラン株式会社（現 三光ソ

フランホールディングス株式会

社）入社 

平成21年11月 ＧＭＯアドパートナーズ株式会社

入社 

平成23年５月 当社 入社 

平成23年８月 当社 経営企画部門担当執行役 

平成24年８月 当社 経営企画部門担当執行役員 

平成25年11月 当社 国内営業部門担当常務執行役

員 

平成27年10月 当社 取締役兼執行役常務 

平成28年10月 当社 代表取締役社長（現任） 

平成29年１月 オプテックスグループ株式会社 

取締役（現任） 
 

（注）３ 
普通株式 

6,400 

常務取締役 － 奥村 訓 昭和42年７月24日生 

 
平成２年４月 オプテックス株式会社（現 オプテ

ックスグループ株式会社）入社 

平成13年５月 当社入社 

平成17年２月 オプテックス・エフエー株式会社

入社 新規事業室室長 

平成19年１月 

平成28年８月

平成30年３月 

同社ＬＥＤ営業部部長 

当社 取締役 

当社 常務取締役（現任） 
 

（注）３ － 

取締役 － 上田 隆彦 昭和28年８月２日生 

 
昭和52年４月 株式会社日立製作所入社 

昭和58年11月 植村技研工業株式会社入社 

平成４年４月 ワイエムシステムズ株式会社入社 

平成９年８月 

平成17年８月 

当社入社 

当社 第２営業部長 

平成21年12月 

 

平成23年10月 

当社 営業部門営業企画グループマ

ネージャー 

当社 営業部門担当執行役 

平成24年８月 

平成25年11月 

平成29年３月 

当社 営業部門担当執行役員 

当社 国内営業部門参与 

当社 取締役（現任） 
 

（注）３ 
普通株式 

30,600 

取締役 － 小國 勇 昭和27年５月17日生 

 
昭和53年８月 竹中エンジニアリング工業株式会

社入社 

昭和56年３月 オプテックス株式会社（現 オプテ

ックスグループ株式会社）入社 

昭和63年２月 同社取締役 

平成３年10月 ジックオプテックス株式会社代表

取締役社長（現任） 

平成13年３月 オプテックス株式会社（現 オプテ

ックスグループ株式会社）専務取

締役 

平成14年１月 オプテックス・エフエー株式会社

代表取締役社長 

平成28年10月 当社 取締役（現任） 

平成29年１月 オプテックスグループ株式会社代

表取締役社長兼ＣＯＯ（現任） 

平成30年３月 オプテックス・エフエー株式会社

相談役（現任） 
 

（注）３ － 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（株） 

取締役 

（監査等委員） 
－ 酒見 康史 昭和33年12月24日生 

 
平成３年４月 弁護士登録 

平成16年６月 株式会社松風 社外監査役（現任） 

平成21年10月 当社 取締役（現任） 
 

（注）４ 
普通株式 

4,600 

取締役 

（監査等委員） 
－ 見座 宏 昭和22年８月13日生 

 
昭和45年４月 三洋電機株式会社入社 

平成10年６月 三洋電機メディカシステム株式会

社常務取締役 

平成13年10月 三洋電機バイオメディカ株式会社

常務取締役 

平成16年９月 株式会社三洋ヒューマンネットワ

ーク入社 

平成17年３月 

 

平成28年８月 

平成29年３月 

オプテックス・エフエー株式会社

社外監査役 

当社 取締役（現任） 

オプテックスグループ株式会社 

取締役（監査等委員）（現任） 
 

（注）４ － 

取締役 

（監査等委員） 
－ 八幡 知行 昭和18年２月２日生 

 
昭和47年４月 監査法人中央会計事務所 大阪事

務所入所 

昭和54年12月 八幡公認会計士事務所所長 

（現任） 

平成９年３月 オプテックス株式会社（現 オプテ

ックスグループ株式会社）社外監

査役 

平成14年１月 

 

平成28年８月 

オプテックス・エフエー株式会社

社外監査役 

当社 取締役（現任） 
 

（注）４ － 

計 
普通株式 

41,600 

（注）１．酒見康史、八幡知行は社外取締役であります。

２．当社の監査等委員会の体制は次のとおりであります。

   委員長 酒見康史、委員 見座宏、委員 八幡知行

３．取締役の任期は、選任後１年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の終結の時まででありま

す。 

４．監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の終結

の時までであります。 

５．当社は、担当部門の業務執行に専念し機動的な業務執行を推進するため、執行役員制度を導入しており、 

  平成30年３月26日現在の執行役員は次の６名で構成されております。 

常務執行役員 石井 博規  

常務執行役員 吉田 正信  

常務執行役員 豊福 敏之  

執行役員 山田 久明  

執行役員 古林 祥治  

執行役員 福島 道彦  

     
 

- 23 -



６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（1）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

 当社は、経営の基本理念として「光を科学し、社会に貢献する」を、社是として「お客様に愛と感謝」を、行動指針

として「すべてはお客様のために」を掲げて事業活動を推進しております。適切に事業活動を推進するためには、健全

で透明性が高く、公正な経営システムの確立が重要な経営課題の一つであると捉えており、コーポレート・ガバナンス

体制の更なる強化に取り組んでおります。 

 具体的には、経営の執行と監督を分離し、経営の監督機能を強化することで、業務執行における機動的な意思決定の

実現と透明性、健全性を高めるコーポレート・ガバナンス体制を構築してまいります。 

 また、株主をはじめとする全てのステークホルダーとの良好な関係構築を図り、ディスクロージャー・ポリシーに基

づく会社情報の適時、適切な開示により透明性を確保するとともに、積極的な対話を進めてまいります。 

 

① 企業統治の体制 

（a）企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、平成28年８月３日開催の臨時株主総会において、監査等委員会設置会社への移行を内容とする定款の変更

が決議されたことにより、同日付をもって指名委員会等設置会社から監査等委員会設置会社へ移行いたしました。

これまで指名委員会等設置会社として健全なコーポレート・ガバナンスを実践してきた経験を活かし、グループ内

の連携を強化し、経営効率を高めると同時に、以下の理由からこれまで同様に健全なコーポレート・ガバナンス体

制を維持向上できる体制であると考えております。 

・経営監督機能の強化 

      経営の執行と監督の分離を行い、取締役会及び監査等委員会における審議、報告を通じて、取締役の

職務執行の監督を行ってまいります。 

・経営の透明性の向上 

      社外取締役を過半数とする監査等委員会を設置し、会社法に規定される委員会の実効性を確保し、そ

の機能を通じ、経営の透明性を一層高めてまいります。 

・経営の機動性の向上 

      経営の執行と監督の分離のもと、業務執行の決定、実行を取締役に委ね、適法適正な範囲において、

業務執行の迅速性を高めてまいります。 

 

当社の取締役会は取締役７名（内２名は社外取締役）で構成され、社外取締役が方針などの妥当性について、各

専門性から意見を述べるとともに、経営的な見地から経済的合理性・妥当性についての確認をとることにより、取

締役会の審議を深めております。取締役会は月１回の定時取締役会を、また、重要案件が生じた場合には臨時取締

役会を開催し、十分な議論のもとに意思決定を行っております。 

また、当社は業務執行のより一層の強化と少人数の業務執行取締役による機動的な意思決定を図るため、執行役

員制度を導入しております。 

 

＜各機関の主要な役割＞

・取締役会 

      当社及びグループ会社の業務に関する重要な事項の決定並びに取締役の職務執行の監視を行っており

ます。 

・監査等委員会（原則月１回開催） 

      取締役の職務の執行の監査・監督及び報告を行い、会計監査人の選任及び解任議案を決定しておりま

す。 

構成する委員は取締役が３名（内２名は社外取締役）です。 
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（b）その他の企業統治に関する事項 

＜内部統制システムの整備の状況＞ 

 当社は、内部統制システムを適切に構築し、運用することにより、業務執行の公正性及び効率性を確保すること

が重要な経営課題であるとの認識から、当社及び当社子会社の業務の適正を確保するために、以下のとおり取締役

会で決定し実践しております。 

 

（当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制） 

（１）当社取締役会は、法令及び定款等の遵守のための体制を含む内部統制システムに関する基本方針を決定し、

その実施状況を監督するとともに、適宜、基本方針の見直しを行う。 

（２）当社監査等委員会は、内部統制システムの整備と実施状況を含め、業務執行状況の調査を行い、独立した立

場から取締役の職務執行の監査を行う。 

（３）当社は、コンプライアンスに係る基本方針及びコンプライアンス推進のための基本事項を「コンプライアン

ス規程」に定め、継続的な教育の実施等によりこれを遵守する。また、法令違反等コンプライアンスに関す

る重要な事実の社内報告体制の一環として内部通報制度を構築し、リスクの早期発見と的確に対応できる体

制を整備する。 

（４）当社は、代表取締役社長直轄の内部監査部署を設置し、内部監査規程及び年次の内部監査計画に基づき、各

部門について内部統制システムの有効性を含めた内部監査を実施し、監査結果は、定期的に代表取締役社長

に報告するとともに、監査等委員会に対しても内部監査の状況を報告する。 

（５）社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、関係機関との連携を含め組織全体

で毅然とした態度で臨むものとし、反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。 

 

（当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制） 

 当社は、取締役の意思決定及び職務執行に係る情報（株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか経営

幹部会をはじめ各種主要会議の議事録及び会議資料）について、「文書管理規程」等の社内規程に基づき適切にこ

の情報の保存及び管理を行う。 

 

（当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制） 

（１）当社は、「リスク管理規程」を定め、リスクマネジメントを推進する体制として代表取締役社長を委員長と

する「リスク管理委員会」を設置し、全社で一体化したリスク管理を行う。 

（２）当社子会社においても、その規模、特性を踏まえて当社の社内規程その他に準じて規程等を整備し、損失の

危険等の管理に係る体制を整備する。 

（３）事業運営に重大な影響を及ぼす事態が発生した場合の対応やその予防について必要な措置を講じる。 
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（当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制） 

（１）当社は、取締役の職務執行を効率的に行うために、取締役会は月１回の定時開催に加え、必要に応じて適宜

臨時に開催するものとし、迅速かつ適正な決定を行う。また、その決定に基づく職務執行に当たっては、業

務執行取締役と執行役員が役割分担等を行い、効率的な業務執行を行うものとする。 

（２）当社は、経営の機動性を高めるため、業務執行取締役と執行役員で構成する「経営幹部会」を原則毎週１回

開催し、業務執行上の当社グループ会社における重要課題について報告・検討を行う。 

（３）上記事項の実施を通じて、子会社における取締役等の業務が効率的に実行されることを確保する。 

 

（当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制） 

（１）当社は、必要に応じて親会社であるオプテックスグループ株式会社と企業倫理の確立、法令、定款および社

内規程の遵守体制、その他の業務の適正を確保するための体制の整備等について連携し、実施する。 

（２）当社は、「関係会社管理規程」等に基づき、各グループ子会社代表の業務執行状況を監視・監督するととも

に、適正な業務運営のための管理体制及びコンプライアンス、リスク管理の体制整備を支援する。子会社の

経営活動上の重要な意思決定事項については、当社取締役会に報告し承認を得て行う。 

（３）各子会社代表は、定期的に子会社の運営状況について当社に報告するとともに、グループ間の情報共有・意

思疎通及びグループ経営方針の統一化を図り、グループ間取引に際し不適切な取引の発生防止に努める。 

（４）当社の内部監査部署は、当社及びグループ会社の内部監査を定期的に実施し、指摘事項に対する改善策の進

捗状況を確認するとともに、その結果を代表取締役社長及び監査等委員会に報告する。 

 

（監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の監査等委員以外からの独立性に関する事項

及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項） 

（１）監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議の上、

監査等委員会を補助すべき使用人を置くものとする。 

（２）使用人の任命、異動、評価等については監査等委員会の承認を得るものとし、監査等委員会から監査業務に

関する指示を受けた使用人は、その指示に関して当社取締役（監査等委員である取締役を除く）の指揮命令

を受けないものとし、その独立性と指示の実効性を確保する。 

 

（当社グループの取締役及び使用人等並びに当社子会社の監査役が、当社監査等委員会に報告をするための体制及

び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱を受けないことを確保するための体制） 

（１）当社グループの取締役及び使用人は、当社及び当社グループの業務または業績に影響を与える重要な事項に

つき、その内容、業務執行の状況及び結果について遅滞なく監査等委員会に報告する。また、これに係わら

ず、監査等委員会はいつでも必要に応じて、当社グループの取締役及び使用人に対して報告を求めることが

できるものとする。 

（２）当社グループは、内部通報制度を整備するとともに、通報をしたことによる不利益な扱いを受けないことを

「内部通報窓口（ホットライン）制度運用細則」に明記し、当社グループ企業全てに周知徹底する。 

 

（その他当社監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制） 

（１）当社監査等委員会は、代表取締役社長と定期的に会合をもち、経営方針、会社の対処すべき課題、会社を取

り巻くリスクの他、監査等委員会監査の環境整備の状況、監査上の重要問題等について意見を交換する。 

（２）当社監査等委員会は、当社内部監査部署および会計監査人との情報交換を含め連携を密にし、また、グルー

プ各社の監査役等と意見交換を行う。 

（３）当社監査等委員会は、監査計画を実行するための予算を確保する。当社監査等委員がその職務執行につき費

用請求をしたときは、速やかにその費用を支出する。 

 

（財務報告の信頼性を確保するための体制） 

当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく、有効かつ適切な内部統制システム

を構築する。また、その整備・運用状況について継続的に評価し、必要な是正措置を行い、実効性のある体制の構

築を図る。 

 

＜リスク管理体制の整備の状況＞ 

 当社を取り巻く様々なリスクを把握し、それに迅速に対応するため、リスク管理委員会を設置し、また定時・臨

時の取締役会、常務会や執行役員が参加して行われる経営幹部会等の会議において、リスク情報やその対応が検討

され、意思決定が行われております。 
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 また、社外からリスク情報について適宜入手すると共に、必要に応じて外部機関の適切な助言や指導を受けてお

ります。なお、当社では、法令遵守等コンプライアンス体制を充実させるため、弁護士法人淀屋橋・山上合同と顧

問契約を締結し、専門的なアドバイスを適宜受けております。 

 

（c）責任限定契約の内容の概要 

 当社は、定款において、非業務執行取締役及び会計監査人との間に責任限定契約を締結することができる旨を定

めております。 

 

（非業務執行取締役との責任限定契約） 

 当社と非業務執行取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約にもとづく責任の限度額は、法令が定める額を上限としております。 

 

（会計監査人との責任限定契約） 

 現時点においては会計監査人との間で責任限定契約を締結しておりません。 

 

 

② 内部監査の状況及び監査等委員会監査の状況 

当社は、内部監査を専任で行う内部監査部門を設置しております。内部監査部門は２名で構成されており、監査

等委員会及び会計監査人と適宜連絡・調整し、内部統制システムの有効性を検証しております。 

 当社の監査等委員会は取締役３名（内２名は社外取締役）の委員で構成されており、監査等委員会は、取締役の

法令・定款遵守状況、経営判断及び業務遂行の妥当性、内部統制システムの相当性等について監査しております。

監査方針及び計画に基づき、取締役から定期的にその職務遂行状況について報告を受けるとともに、会計監査人と

連携し、必要な情報交換を行っております。また、監査等委員会が監査職務を遂行するにあたり、内部監査部門か

ら内部監査等の結果の報告を受けるとともに、必要に応じ内部監査部門に対して調査を求める等、内部監査部門と

の緊密な連携を保ち、効率的な監査を実施するための体制を確保しております。 

なお、監査等委員である八幡知行氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。 

 

 

③ 会計監査の状況 

 当社は、有限責任監査法人トーマツとの間で、会社法監査及び金融商品取引法監査について監査契約を締結し、

それに基づき報酬を支払っております。なお、有限責任監査法人トーマツ及び当社監査に従事する有限責任監査法

人トーマツの業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。当連結会計年度において業務を執行し

た公認会計士の氏名、会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりとなっております。 

有限責任監査法人トーマツ 

・ 業務を執行した公認会計士の氏名 

   指定有限責任社員 業務執行社員 尾仲 伸之、鈴木 朋之 

（注）継続監査年数は、７年を超えておりません。 

・ 会計監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 11名、その他 ８名 

 

 

④ 社外取締役 

（a）社外取締役の選任及び独立性に関する考え方 

社外取締役の選任にあたっては、出身各分野における幅広い実績と見識に基づき、当社の経営に対して適切な監

督を行うことが出来る人材であることを重視しております。また、当社は東京証券取引所の定める「上場管理等に

関するガイドライン」における独立性基準に準拠して、一般株主と利益相反が生じるおそれが一切ないことを前提

に、社外取締役を選任しており、東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たす社外取締役を２名選任しており

ます。 

 

（b）社外取締役の選任状況 

当社は酒見康史氏及び八幡知行氏の２名を社外取締役として選任しております。 

酒見康史氏は、弁護士で株式会社松風の社外監査役を務めており、長年に亘る弁護士としての豊富な実務経験と

幅広い見識、高度な法律知識を元に、当社の経営に対する適切な監督を行っていただくとともに、他の企業におい

てその経営に対する適切な監督を現に行っているため選任しております。同氏は、当社との間に特別な利害関係は
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なく、一般株主との利益相反が生じる恐れがないと判断したため、東京証券取引所が定める独立役員として届け出

ております。また、当社と株式会社松風との間に重要な取引関係はありません。 

八幡知行氏は、公認会計士で長年に亘る公認会計士としての豊富な実務経験と幅広い見識を元に、当社の経営に

対する適切な監督を現に行っているため選任しております。同氏は、当社との間に特別な利害関係はなく、一般株

主との利益相反が生じる恐れがないと判断したため、東京証券取引所が定める独立役員として届け出ております。 

これら２名の社外取締役は、業務執行から独立した立場で取締役会の構成員として意思決定及び業務執行の監督

を行うとともに、監査等委員会に属し、会計監査人と連携して監査業務を遂行しております。さらに、監査等委員

会は、内部監査部門が実施した内部統制評価の報告を受け、適宜情報及び意見交換を行っております。 

なお、これら社外取締役と当社との資本的関係（当社の社外取締役による当社株式の保有状況）については、

「第４ 提出会社の状況 ５．役員の状況」の所有株式数の欄に記載しているとおりであり、その他の人的関係お

よび取引関係等はございません。 
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⑤ 役員報酬等 

（a）役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役

員の員数 

（人） 基本報酬 ストックオプション 賞与 退職慰労金 

取締役（監査等委員を除

く） 

（社外取締役を除く。） 

35,499 35,499 － － － ２ 

取締役（監査等委員） 

（社外取締役を除く。） 
2,000 2,000 － － － １ 

社外取締役 6,400 6,400 － － － ３ 

（注）当連結会計年度中に、社外取締役から取締役へ区分変更となった１名については、「対象となる役員の員数」に

両区分とも含まれております。

 

（b）役員ごとの連結報酬等の総額 

   連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

 

（c）使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの 

   該当事項はありません。 

 

（d）役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

取締役の報酬は、株主をはじめ第三者に対する説明責任を果たし得る公正かつ合理性の高い報酬内容を決定

することを基本方針としております。 

  取締役（監査等委員である取締役を除く）への報酬は、基本報酬の「取締役報酬」をベースに、業務執行

の権限及び責任の範囲に応じて「役付報酬」及び「代表者報酬」を加算するものとし、個別の報酬額は、株主

総会で承認可決された報酬総額の範囲内で、取締役会の決議により決定しております。 

監査等委員である取締役の報酬は、「取締役報酬」のみとしており、個別の報酬額は監査等委員の協議（委

員全員の同意があるときは監査等委員会）により決定しております。 

 

⑥ 株式の保有状況 

（a）投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

１銘柄 600千円 

 

⑦ 取締役の定数 

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）は５名以内、監査等委員である取締役は４名以内とする旨を定款

に定めております。 

 

⑧ 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。 

 

⑨ 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。 
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⑩ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

（a）取締役の責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締

役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めてお

ります。これは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環

境を整備することを目的とするものであります。 

 

（b）会計監査人の責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する会計

監査人（会計監査人であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に

定めております。これは、会計監査人が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を

果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。 

 

（c）剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当金等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨を定款で定めております。これは、剰余金の配当等

を取締役会の権限とすることにより、機動的な資本政策及び配当政策を図るためであります。 
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（2）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 20,000 － 22,500 －

連結子会社 － － － －

計 20,000 － 22,500 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

 該当事項はありません。 

 

（当連結会計年度）

 該当事項はありません。 

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

 該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 監査報酬の決定にあたっては、監査公認会計士と監査計画、必要監査時間等を協議の上、合理的な見積りに基

づき決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。 

 

(3）当社は、平成28年８月３日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を７月31日から12月

31日に変更いたしました。これに伴い、前連結会計年度及び前事業年度は、平成28年８月１日から平成28年12月31

日までの５ヶ月間となっております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年１月１日から平成29年12月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

 前々連結会計年度及び前々事業年度  京都監査法人（現PwC京都監査法人）

 前連結会計年度及び前事業年度    有限責任監査法人トーマツ

 

 臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。 

 (1）異動に係る監査公認会計士等の名称

 ① 選任した監査公認会計士等の名称

   有限責任監査法人トーマツ

 ② 退任した監査公認会計士等の名称

   京都監査法人（現PwC京都監査法人）

 

 (2）異動の年月日

 平成28年10月27日

 

 (3）退任した監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

 平成27年10月28日 

 

 (4）退任した監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

 該当事項はありません。

 

 (5）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

  当社の会計監査人である京都監査法人（現PwC京都監査法人）は、平成28年10月27日開催の第23回定時株主総会

終結の時をもって任期満了により辞任されました。その後任として当社の親会社であるオプテックス株式会社

（現 オプテックスグループ株式会社）の会計監査人と統一することにより、同社との連結決算の一元監査体制の

確立を図るため有限責任監査法人トーマツを選任いたしました。

 

 (6）上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任した監査公認会計士等の意見

 該当事項はありません。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は、会計基準等の変更等に的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入しております。 
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１【連結財務諸表等】

（1）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

    (単位：千円) 

  前連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,098,745 2,485,817 

受取手形及び売掛金 1,876,251 2,028,937 

商品及び製品 472,528 557,580 

仕掛品 234,378 288,584 

原材料及び貯蔵品 498,514 578,129 

繰延税金資産 105,108 162,297 

その他 53,463 113,094 

貸倒引当金 △8,817 △2,823 

流動資産合計 5,330,173 6,211,617 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 690,345 751,214 

減価償却累計額 △327,568 △343,910 

建物及び構築物（純額） ※ 362,777 407,304 

機械装置及び運搬具 22,874 30,782 

減価償却累計額 △6,659 △9,217 

機械装置及び運搬具（純額） 16,214 21,564 

工具、器具及び備品 1,115,651 1,194,695 

減価償却累計額 △894,277 △953,482 

工具、器具及び備品（純額） 221,373 241,213 

土地 ※ 492,318 608,587 

リース資産 4,541 4,541 

減価償却累計額 △2,955 △3,863 

リース資産（純額） 1,586 678 

建設仮勘定 10,205 486 

有形固定資産合計 1,104,476 1,279,834 

無形固定資産    

その他 122,030 142,406 

無形固定資産合計 122,030 142,406 

投資その他の資産    

繰延税金資産 72,082 30,467 

その他 108,712 199,665 

貸倒引当金 △2,838 - 

投資その他の資産合計 177,955 230,132 

固定資産合計 1,404,462 1,652,373 

資産合計 6,734,636 7,863,991 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 364,635 387,017 

短期借入金 650,280 400,000 

1年内返済予定の長期借入金 ※ 170,836 101,392 

未払金 419,345 477,846 

未払法人税等 32,279 302,598 

賞与引当金 86,563 260,912 

その他 49,948 128,839 

流動負債合計 1,773,888 2,058,606 

固定負債    

社債 200,000 200,000 

長期借入金 160,876 59,484 

退職給付に係る負債 100,404 116,737 

その他 42,675 28,382 

固定負債合計 503,956 404,603 

負債合計 2,277,844 2,463,210 

純資産の部    

株主資本    

資本金 462,150 462,150 

資本剰余金 1,460,472 1,460,472 

利益剰余金 2,447,249 3,431,790 

自己株式 △166 △463 

株主資本合計 4,369,705 5,353,948 

その他の包括利益累計額    

為替換算調整勘定 △26,398 46,832 

その他の包括利益累計額合計 △26,398 46,832 

非支配株主持分 113,485 - 

純資産合計 4,456,792 5,400,781 

負債純資産合計 6,734,636 7,863,991 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年８月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 3,103,860 9,022,879 

売上原価 ※１ 1,379,919 ※１ 3,656,696 

売上総利益 1,723,940 5,366,183 

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 1,465,825 ※２,※３ 3,869,647 

営業利益 258,114 1,496,535 

営業外収益    

受取利息 282 1,055 

受取手数料 - 1,691 

物品売却益 1,641 4,206 

補助金収入 1,862 - 

受取補償金 - 2,250 

その他 1,805 6,607 

営業外収益合計 5,591 15,809 

営業外費用    

支払利息 6,852 10,092 

為替差損 14,133 38,074 

売上割引 4,649 17,704 

その他 1,589 4,681 

営業外費用合計 27,224 70,553 

経常利益 236,482 1,441,791 

特別損失    

固定資産除却損 ※４ 655 ※４ 4,196 

関係会社出資金売却損 - 47,776 

特別損失合計 655 51,973 

税金等調整前当期純利益 235,826 1,389,818 

法人税、住民税及び事業税 31,129 350,132 

法人税等調整額 83,661 △15,186 

法人税等合計 114,791 334,946 

当期純利益 121,035 1,054,872 

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△） 
△29,443 938 

親会社株主に帰属する当期純利益 150,479 1,053,933 
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【連結包括利益計算書】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年８月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

当期純利益 121,035 1,054,872 

その他の包括利益    

為替換算調整勘定 81,355 70,033 

その他の包括利益合計 ※ 81,355 ※ 70,033 

包括利益 202,390 1,124,906 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 224,503 1,127,165 

非支配株主に係る包括利益 △22,112 △2,259 
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成28年12月31日）

      (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 462,150 1,460,472 2,415,959 △166 4,338,415 

当期変動額           

剰余金の配当     △119,189   △119,189 

親会社株主に帰属する 
当期純利益     150,479   150,479 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 31,289 － 31,289 

当期末残高 462,150 1,460,472 2,447,249 △166 4,369,705 

 

         

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  為替換算調整勘定 その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 △100,422 △100,422 135,597 4,373,591 

当期変動額         

剰余金の配当       △119,189 

親会社株主に帰属する 
当期純利益       150,479 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

74,023 74,023 △22,112 51,911 

当期変動額合計 74,023 74,023 △22,112 83,200 

当期末残高 △26,398 △26,398 113,485 4,456,792 
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当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

      (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 462,150 1,460,472 2,447,249 △166 4,369,705 

当期変動額           

剰余金の配当     △54,177   △54,177 

親会社株主に帰属する 
当期純利益     1,053,933   1,053,933 

自己株式の取得       △297 △297 

連結除外に伴う利益剰余金減
少額     △15,216   △15,216 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 984,540 △297 984,243 

当期末残高 462,150 1,460,472 3,431,790 △463 5,353,948 

 

         

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  為替換算調整勘定 

その他の包括利益
累計額合計 

当期首残高 △26,398 △26,398 113,485 4,456,792 

当期変動額         

剰余金の配当       △54,177 

親会社株主に帰属する 
当期純利益       1,053,933 

自己株式の取得       △297 

連結除外に伴う利益剰余金減
少額       △15,216 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 73,231 73,231 △113,485 △40,253 

当期変動額合計 73,231 73,231 △113,485 943,989 

当期末残高 46,832 46,832 － 5,400,781 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年８月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 235,826 1,389,818 

減価償却費 65,703 203,911 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,041 16,332 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,609 △1,425 

賞与引当金の増減額（△は減少） △90,921 179,946 

受取利息及び受取配当金 △282 △1,058 

固定資産除却損 655 4,196 

関係会社出資金売却損 - 47,776 

支払利息 6,852 10,092 

売上債権の増減額（△は増加） 205,353 △264,161 

たな卸資産の増減額（△は増加） △24,629 △289,936 

仕入債務の増減額（△は減少） 88,093 46,477 

未払金の増減額（△は減少） △4,146 122,866 

その他 32,977 △31,884 

小計 518,132 1,432,952 

利息及び配当金の受取額 283 726 

利息の支払額 △7,587 △9,757 

法人税等の還付額 383 - 

法人税等の支払額 △78,196 △99,197 

営業活動によるキャッシュ・フロー 433,016 1,324,724 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入 14,823 32,291 

有形固定資産の取得による支出 △62,614 △364,430 

貸付けによる支出 - △100,000 

無形固定資産の取得による支出 △9,711 △73,562 

連結の範囲の変更を伴う関係会社出資金の売却に

よる収入 
- ※２ 37,248 

その他 △3,171 △20,479 

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,674 △488,932 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） - △250,880 

長期借入金の返済による支出 △92,224 △170,836 

配当金の支払額 △118,820 △54,337 

自己株式の取得による支出 - △297 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △407 △989 

財務活動によるキャッシュ・フロー △211,452 △477,340 

現金及び現金同等物に係る換算差額 50,247 60,912 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 211,136 419,363 

現金及び現金同等物の期首残高 1,855,317 2,066,454 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,066,454 ※１ 2,485,817 
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

  連結子会社の数  5社

主要な連結子会社の名称

CCS America, Inc.

CCS Asia PTE.LTD.

CCS Europe N.V.

晰写速光学（深圳）有限公司 

 上記のうち、晰写速光学（深圳）有限公司については、当連結会計年度において新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。 

 また、東莞鋭視光電科技有限公司につきましては、当連結会計年度において、当社が保有する出資持分

の全てを東莞科視自動化科技有限公司に譲渡したため、連結の範囲から除いております。 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

CCS-ELUX LIGHTING ENGINEERING PVT.LTD.の決算日は３月末日であります。連結財務諸表の作成にあたっ
ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

３．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券・その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

ロ．デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ．たな卸資産

商品・製品・仕掛品・原材料

主として移動平均法による原価法を採用しております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

貯蔵品

主として最終仕入原価法による原価法を採用しております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。また、在外連結子会社は定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物及び構築物   ８年～50年 

工具、器具及び備品 ２年～８年

機械装置及び運搬具 ５年～17年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社使用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金

当社は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を考慮し、回収不能見込額を計上しております。

なお、在外連結子会社については、個別の債権の回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上しており

ます。

ロ．賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に備えるため、賞与支給見込額の内、当連結会計年度に負担すべき金額を

計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計

上しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

a．ヘッジ手段・・・金利スワップ

b．ヘッジ対象・・・借入金

ハ．ヘッジ方針

市場金利の変動リスクを回避することを目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしており、有効性の評価を省略しております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（連結貸借対照表関係）

※担保に供している資産及び担保付債務

 担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
当連結会計年度

（平成29年12月31日）

建物及び構築物 112,286千円 －千円

土地 252,584 －

計 364,871 － 

 

 担保付債務は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
当連結会計年度

（平成29年12月31日）

１年内返済予定の長期借入金 19,444千円 －千円

 

（連結損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前連結会計年度 
（自 平成28年８月１日 

  至 平成28年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年１月１日 

  至 平成29年12月31日） 

12,893千円 △5,183千円 

 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成28年８月１日 
  至 平成28年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年１月１日 

  至 平成29年12月31日） 

役員報酬及び給料手当 479,679千円 1,189,235千円 

退職給付費用 19,912 55,722 

賞与引当金繰入額 58,445 205,220 

支払手数料 176,183 384,910 

研究開発費 243,797 680,376 

 

※３．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

前連結会計年度 
（自 平成28年８月１日 

  至 平成28年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年１月１日 

  至 平成29年12月31日） 

243,797千円 680,376千円 

 

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成28年８月１日
至 平成28年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

建物及び構築物 444千円 3,713千円

工具、器具及び備品 210千円 421千円

その他 －千円 61千円
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（連結包括利益計算書関係）

※その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成28年８月１日
至 平成28年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

為替換算調整勘定：    

当期発生額 75,968千円 54,817千円

組替調整額 5,386 15,216

税効果調整前 81,355 70,033

税効果額 － －

為替換算調整勘定 81,355 70,033

その他の包括利益合計 81,355 70,033

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成28年12月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度 
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 5,417,829 － － 5,417,829

合    計 5,417,829 － － 5,417,829

自己株式        

普通株式 113 － － 113

合    計 113 － － 113

 
 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。

 
 ３．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年９月26日

取締役会
普通株式 119,189 利益剰余金 22 平成28年７月31日 平成28年10月11日

 

 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年２月23日

取締役会
普通株式 54,177 利益剰余金 10 平成28年12月31日 平成29年３月９日
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当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度 
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 5,417,829 － － 5,417,829

合    計 5,417,829 － － 5,417,829

自己株式        

普通株式   （注） 113 122 － 235

合    計 113 122 － 235

（注）自己株式数の増加122株は単元未満株式及び端株の買取りによる増加であります。

 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。

 

 ３．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年２月23日

取締役会
普通株式 54,177 利益剰余金 10 平成28年12月31日 平成29年３月９日

 

 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年２月20日

取締役会
普通株式 243,791 利益剰余金 45 平成29年12月31日 平成30年３月８日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成28年８月１日
至 平成28年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

現金及び預金勘定 2,098,745千円 2,485,817千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △32,291 －

現金及び現金同等物 2,066,454 2,485,817 

 
※２  持分の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

当連結会計年度(自  平成29年１月１日  至  平成29年12月31日)

 持分の全部譲渡により、東莞鋭視光電科技有限公司が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及

び負債の内訳並びに持分の売却価額と売却による支出は次のとおりです。

 

流動資産 262,914千円 

固定資産 23,593 

流動負債 △59,516

非支配株主持分 △111,225

持分売却に伴う付随費用 5,586

関係会社出資金売却損 △47,776

持分の売却価額 73,575

 為替の影響 3,645 

現金及び現金同等物 △39,971 

差引：売却による収入 37,248 
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

 主として、生産設備（「工具、器具及び備品」）であります。

② リース資産の減価償却の方法

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計方針に関する事項 (2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
当連結会計年度

（平成29年12月31日）

１年内 51,780 54,391

１年超 49,647 35,292

合計 101,428 89,683

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借

入による方針であります。また、デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利

用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関して

は、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収

遅延債権については、定期的に営業部門へ報告され、個別に把握及び対応を行う体制としておりま

す。また、年１回与信管理限度額水準の見直しを行っており、信用リスクの低減を図っております。

 営業債務である買掛金及び未払金は１年以内の支払期日であります。 

 借入金および社債は運転資金及び設備投資資金であります。変動金利の借入金は、金利の変動リス

クに晒されておりますが、一部の長期借入金については、金利変動リスクを回避し支払利息の固定化

を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッ

ジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定を

もって有効性の評価を省略しております。社債は固定金利となっております。 

 また、これら営業債務、借入金及び社債は、流動性リスクに晒されていますが、資金繰計画を作成

するなどの方法により管理しております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

前連結会計年度（平成28年12月31日） 

   

 

 

連結貸借対照表

計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

(1)  現金及び預金 2,098,745 2,098,745 － 

(2)  受取手形及び売掛金 1,876,251 1,876,251 － 

資産計 3,974,997 3,974,996 － 

(1)  買掛金 364,635 364,635 － 

(2)  短期借入金 650,280 650,280 － 

(3)  未払金 419,345 419,345 － 

(4)  社債 200,000 198,572 △1,427 

(5)  長期借入金 331,712 335,401 3,689 

 負債計 1,965,972 1,968,234 2,261 

 デリバティブ取引 － － － 

※ 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。 

 

当連結会計年度（平成29年12月31日） 

   

 

 

連結貸借対照表

計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

(1)  現金及び預金 2,485,817 2,485,817 － 

(2)  受取手形及び売掛金 2,028,937 2,028,937 － 

資産計 4,514,755 4,514,755 － 

(1)  買掛金 387,017 387,017 － 

(2)  短期借入金 400,000 400,000 － 

(3)  未払金 477,846 477,846 － 

(4)  社債 200,000 198,800 △1,199 

(5)  長期借入金 160,876 162,351 1,475 

 負債計 1,625,739 1,626,016 276 

 デリバティブ取引 － － － 

※ 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

負 債 

（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

（4）社債 

 社債の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の社債発行を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。 
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（5）長期借入金 

 長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していると考えら

れるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。変動金利によ

る長期借入金の一部は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として

処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り

引いて算定する方法によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借

入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

デリバティブ取引 

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記（５）参照）。 

 

２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成28年12月31日）

 
１年以内 
  (千円）

１年超 
５年以内 
 (千円）

５年超 
10年以内 
 (千円）

10年超 
 (千円）

現金及び預金 2,098,745 － － －

受取手形及び売掛金 1,876,251 － － －

合計 3,974,997 － － －

 

当連結会計年度（平成29年12月31日）

 
１年以内 
  (千円）

１年超 
５年以内 
 (千円）

５年超 
10年以内 
 (千円）

10年超 
 (千円）

現金及び預金 2,485,817 － － －

受取手形及び売掛金 2,028,937 － － －

合計 4,514,755 － － －

 

３．短期借入金、長期借入金及び社債の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成28年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 650,280 － － － － －

社債 － － 200,000 － － －

長期借入金 170,836 101,392 59,484 － － －

合計 821,116 101,392 259,484 － － －

 

当連結会計年度（平成29年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 400,000 － － － － －

社債 － 200,000 － － － －

長期借入金 101,392 59,484 － － － －

合計 501,392 259,484 － － － －
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（有価証券関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（デリバティブ取引関係）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度（平成28年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（千円） 

契約額等のうち
１年超 

（千円） 

時価 
(千円) 

金利スワップの特例
処理 

金利スワップ取引        

変動受取・固定
支払 

長期借入金 332,000 99,600 (注） 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成29年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（千円） 

契約額等のうち
１年超 

（千円） 

時価 
(千円) 

金利スワップの特例
処理 

金利スワップ取引        

変動受取・固定
支払 

長期借入金 332,000 33,200 (注） 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成28年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定拠出年金制度と退職一時金制度を設けております。また、当社は従業員の退職金等の支出に際し

て、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合がありま

す。当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 また、連結子会社の一部については、確定拠出型の退職年金制度に加入しております。

 

２．確定給付制度 

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 99,363千円

退職給付費用 8,249

退職給付の支払額 △7,208

退職給付に係る負債の期末残高 100,404

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に

かかる資産の調整表

非積立型制度の退職給付債務 100,404千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 100,404

   

退職給付に係る負債 100,404

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 100,404

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 8,249千円

 

３．確定拠出制度

 当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、18,640千円であります。
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当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定拠出年金制度と退職一時金制度を設けております。また、当社は従業員の退職金等の支出に際し

て、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合がありま

す。当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 また、連結子会社の一部については、確定拠出型の退職年金制度に加入しております。

 

２．確定給付制度 

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 100,404千円

退職給付費用 28,495

退職給付の支払額 △12,163

退職給付に係る負債の期末残高 116,737

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に

かかる資産の調整表

非積立型制度の退職給付債務 116,737千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 116,737

   

退職給付に係る負債 116,737

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 116,737

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 28,495千円 

 

３．確定拠出制度

 当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、47,293千円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成29年12月31日）

繰延税金資産      

税務上の繰越欠損金 80,286千円   10,544千円 

一括償却資産 2,957   3,810 

賞与引当金 25,356   77,242

たな卸資産 68,491   50,420 

退職給付に係る負債 30,623   35,604 

減価償却超過額 106   470 

資産除去債務 4,405   4,442

事業税 3,524   27,672 

関係会社株式評価損 13,078   13,078

その他 7,496   8,425 

繰延税金資産小計 236,326   231,712 

評価性引当額 △44,611   △22,612 

繰延税金資産合計 191,715   209,100 

繰延税金負債      

海外子会社の留保利益 △13,625   △14,391 

固定資産圧縮積立金 △2,109   △3,676 

資産除去債務に対する除去費用 △283   △150 

前払退職年金費用 △254   △254 

繰延税金負債合計 △16,272   △18,473

繰延税金資産の純額 175,442   190,627

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成29年12月31日）

法定実効税率 30.8％   30.8％

（調整）      

評価性引当金 7.7   △2.0

海外子会社の留保利益 5.8   1.0

海外子会社税率差異 5.1   0.2

試験研究費税額控除等 △2.6   △6.8

その他 1.9   0.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.7   24.1
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（資産除去債務関係）

資産除去債務の総額は、金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（賃貸等不動産関係）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成28年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成29年１月

１日 至 平成29年12月31日）

 当社グループは、「ＬＥＤ照明事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】 

前連結会計年度（自 平成28年８月１日  至 平成28年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 当社グループは、単一セグメントのため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

（単位：千円）
 

日本 北米 欧州 アジア 合計

1,955,664 308,747 397,809 441,638 3,103,860

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を

省略しております。 

 

当連結会計年度（自 平成29年１月１日  至 平成29年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 当社グループは、単一セグメントのため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

（単位：千円）
 

日本 北米 欧州 アジア 合計

6,036,025 804,586 1,325,210 857,057 9,022,879

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を

省略しております。 
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３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を

省略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員及びその近親者等

前連結会計年度（自 平成28年８月１日 至 平成28年12月31日）

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 資本金又は
出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

重要な

子会社

の役員

及びそ

の近親

者が議

決権の

過半数

を所有

してい

る会社 

東莞科視自
動化科技有
限公司 

中華人民共和
国広東省 1,000千元 製造業 － 製品の販売 製品の販売 12,482 売掛金 15,713 

（注）１．上記の会社は、当社の連結子会社である東莞鋭視光電科技有限公司の役員が議決権の過半数を直接保有して

おります。

２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格を勘案し、双方協議の上で決定しております。

 

当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

該当事項はありません。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報

オプテックスグループ株式会社（東京証券取引所に上場）

 

（２）重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成28年８月１日
至 平成28年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

 
１株当たり純資産額 801円69銭

１株当たり当期純利益金額 27円78銭
 

 
１株当たり純資産額 996円90銭

１株当たり当期純利益金額 194円54銭
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１．１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

（自 平成28年８月１日
至 平成28年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 4,456,792 5,400,781

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 113,485 －

（非支配株主持分） (113,485） (－）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 4,343,306 5,400,781

普通株式の発行済株式数（株） 5,417,829 5,417,829

普通株式の自己株式数（株） 113 235

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式数(株） 5,417,716 5,417,594

２．１株当たり当期純利益金額

 
前連結会計年度

（自 平成28年８月１日
至 平成28年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 150,479 1,053,933

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 150,479 1,053,933

期中平均株式数（株） 5,417,716 5,417,661

 

 

（重要な後発事象）

簡易株式交換による完全子会社化 

 

 当社と当社の親会社であるオプテックスグループ株式会社（以下「オプテックスグループ」）は、平成30年２

月14日に開催された両社の取締役会において、当社をオプテックスグループの完全子会社とすることを決議し、

平成30年７月１日を効力発生日として、オプテックスグループを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会

社とする株式交換（以下「本株式交換」）契約を締結いたしました。 

 なお、本株式交換契約は、平成30年3月23日開催の定時株主総会において承認されております。これにより、

当社株式は平成30年６月27日に上場廃止（最終売買日は平成30年６月26日）となる予定です。 

(1)本株式交換の目的 

 オプテックスグループ企業グループ（オプテックスグループ、並びにその子会社と孫会社の29社及び関連会社

２社で構成される企業グループをいいます。以下同じです。）は、平成29年１月より持株会社体制によるグルー

プマネジメントを開始し、現在、持株会社であるオプテックスグループを筆頭に、直系事業子会社として以下の

４社が連なる体制のもと、事業を推進しております。 

① 防犯用センサや自動ドア用センサなどの開発・製造・販売を主たる事業とするオプテックス株式会社 

② ファクトリーオートメーションにおける制御用センサや検査用センサなどの開発・製造・販売を主たる事業

とするオプテックス・エフエー株式会社（以下「オプテックス・エフエー」といいます。） 

③ ファクトリーオートメーションにおける画像処理用ＬＥＤ照明機器や工業用紫外線照射装置その他ＬＥＤ応

用照明などの開発・製造・販売を主たる事業とするシーシーエス株式会社（以下「シーシーエス」といいま

す。） 

④ グループのＣＳＲ（企業の社会貢献事業）と従業員福利厚生施設運営などを主たる事業とするオーパルオプ

テックス株式会社 

 オプテックスグループは、防犯用センサ関連事業と自動ドア用センサ関連事業に加え、ファクトリーオートメ

ーション関連事業をグループの中核事業と位置付け、平成28年５月にシーシーエスを公開買付けにより連結子会

社化いたしました。当初はシーシーエス経営陣及び従業員の意向に配慮しシーシーエスの上場を維持してまいり

ましたが、その後、グループ経営のありかたを議論し、持株会社体制にグループ経営の枠組みを変更いたしまし
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た。さらに平成29年１月より、当時ＪＡＳＤＡＱ市場に上場していたオプテックス・エフエーを100％子会社化

して、グループ経営の機動力をあげることでグループシナジーによる業績向上を図ってまいりました。シーシー

エス経営陣及び従業員とも信頼関係の構築が進んでグループ内の協力関係が強固になった結果、特にファクトリ

ーオートメーション関連事業において大きな成長を遂げるに至りました。 

 このような中で平成29年８月にオプテックスグループにて開催した定時取締役会においてオプテックスグルー

プ企業グループの体制に関する検討議論がなされ、シーシーエスを100％子会社とすることで、より一層の事業

成長加速を図ることが望ましいとの結論に至りました。その後、本株式交換を進めるうえでのアドバイザーなど

主要な体制構築を行って、平成29年９月シーシーエスに対して交渉を進めるべく体制構築を依頼し、平成29年10

月に両社関係者が会してキックオフミーティングを実施して交渉を行ってまいりました。 

 今後は、オプテックス・エフエーとシーシーエスの双方において行っております画像処理用ＬＥＤ照明機器事

業の一層の連携を図り、グループ内における経営資源の選択と集中や、事業経営の効率化を進めてまいりたいと

考えております。またオプテックスグループ企業グループでは、さらなる業績拡大の加速と、事業多角化による

継続的成長のために、Ｍ＆Ａや資本業務提携を重要な経営戦略と位置付けて、積極的に取り組みを進めておりま

すが、より効果的なＭ＆Ａ又は提携のためには、従来に比べ大きな資金規模を必要とすることが想定されるた

め、オプテックスグループとシーシーエスの両社がそれぞれの経営資源にて個別対応するより、両社が全体最適

視点で連携することが効率的で、両社の企業価値向上にとって望ましいと考えております。そのためには、両社

の株主を含めたステークホルダーの利益確保の点でも一致した経営行動と、意思決定の迅速化を図るうえで、現

時点でのシーシーエス完全子会社化が望ましいと考えるに至りました。 

 なお、株式交換による完全子会社化という方法を選択いたしましたのは、オプテックスグループ企業グループ

として今後さらにファクトリーオートメーションにおける画像処理関連事業に注力するとともに、ＬＥＤに関す

る技術を企業グループ全体で活用して業績貢献していくに当たり、シーシーエス株主の皆様に引き続きオプテッ

クスグループ企業グループ株主としてご支援いただくことで、企業価値のより一層の向上を図り、株主利益の最

大化を目指したいと考えたためです。 

 一方で、シーシーエスでも、オプテックスグループからの依頼をうけ、本株式交換を進めるうえでのプロジェ

クトチームの発足や外部アドバイザーなど主要な体制構築を行い、株式交換による完全子会社化が自社の今後の

成長戦略にどのように寄与するかについて検討を行いました。 

シーシーエスは、平成５年10月に設立し、実用化され始めたＬＥＤにいち早く着目することで自動検査の際の光

源として使用される画像処理用ＬＥＤ照明を様々な生産現場に提供してきました。この画像処理用ＬＥＤ照明装

置の開発・製造・販売を主な事業として、同分野で培った技術・ノウハウを活かして、ＵＶ（紫外線）照射器、

ＬＥＤデバイス、美術館・博物館用照明などの新規事業を展開しています。 

 シーシーエスは、平成28年５月に実施された公開買付けにより、オプテックスグループの連結子会社となりま

した。その後は、オプテックスグループの一員としてオプテックス・エフエーをはじめグループ各社とのシナジ

ーを追求し、事業規模や事業領域の拡大に取り組んできました。今後、シーシーエスが、画像処理用ＬＥＤ照明

の市場において、国内・海外ともに圧倒的なトップシェアを獲得するためには、迅速かつ機動的な意思決定に基

づく経営を行うことが必要不可欠であると考えています。また、更なる成長加速のために、国内外でのＭ＆Ａや

資本提携を計画しています。 

 今回、オプテックスグループの完全子会社となることでシーシーエスは上場廃止となりますが、経営の意思決

定を迅速に行うことができるようになり、両社が保有する経営資源を融合することで、オプテックス・エフエー

との連携の更なる強化のみならず、国内外のグループ各社の資源や取引関係の活用が一層加速し、シーシーエス

の事業拡大への貢献が見込まれます。また、オプテックスグループの経営資源を活用することで効率的な資金調

達が可能となり、シーシーエス単独では難しい大型案件のＭ＆Ａや資本提携などを円滑に推進でき、機動的かつ

大胆な事業戦略の推進が可能になります。 

 以上から、株式交換によりオプテックスグループの完全子会社となることが、シーシーエスの成長戦略上、必

要な施策であり、企業価値向上に最良の選択であると判断いたしました。 

 

 以上を踏まえ、株式交換を用いたシーシーエスの完全子会社化によるオプテックスグループとの経営統合を実

施することが企業価値向上にとって最も適した選択肢であり、両社の株主の皆様に報いることが可能であるとの

考えで両社の見解が一致したことから、このたびの株式交換契約の締結の決定に至っております。 
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(2)本株式交換の要旨 

 ① 本株式交換完全親会社の概要 

名称 オプテックスグループ株式会社 

所在地 
滋賀県大津市雄琴５-８-12 
（登記上の本店所在地：滋賀県大津市におの浜四丁目７番５号） 

代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼CEO 小林 徹 
代表取締役社長兼COO 小國 勇 

事業内容 グループの経営戦略策定、経営管理及びそれに付帯する業務 

資本金 2,798百万円 

 ② 本株式交換の日程

定時株主総会基準日（シーシーエス） 平成29年12月31日（日） 

本株式交換契約締結承認取締役会（両社） 平成30年２月14日（水） 

本株式交換契約締結（両社） 平成30年２月14日（水） 

本株式交換契約承認定時株主総会（シーシーエス） 平成30年３月23日（金） 

最終売買日（シーシーエス） 平成30年６月26日（火）（予定） 

上場廃止日（シーシーエス） 平成30年６月27日（水）（予定） 

本株式交換の効力発生日 平成30年７月１日（日）（予定） 

(注1)上記日程は現時点の予定であり、今後手続きを進める中で、両社協議の上、変更される場合があります。 

(注2)オプテックスグループは、本株式交換については、会社法第796条第２項の規定に基づき、株主総会の承認

を必要としない「簡易株式交換」の手続きにより行います。 

 ③ 本株式交換の方式 

 オプテックスグループを株式交換完全親会社とし、シーシーエスを株式交換完全子会社とする株式交換を行い

ます。本株式交換については、オプテックスグループにおいては、会社法第796条第２項の規定に定める簡易株

式交換の方法により、株主総会の承認を得ないで、また、シーシーエスにおいては、平成30年３月23日開催の定

時株主総会にて承認を受け、平成30年７月１日を効力発生日として行うことを予定しております。 
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 ④ 本株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
オプテックスグループ 

（株式交換完全親会社） 
シーシーエス 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当ての内容 1 
1.40 

(ご参考：本株式分割考慮前） 
0.70 

本株式交換により交付する株式数 普通株式：2,766,649株（予定） 

（注1）株式の割当比率 

シーシーエスの普通株式１株に対してオプテックスグループの普通株式1.40株を割当て交付いたします。但し、

オプテックスグループが所有するシーシーエスの株式については、本株式交換による株式の割当ては行いませ

ん。なお、本株式交換に係る割当ての内容は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、両社協

議・合意の上、変更する可能性があります。 

（注2）株式分割 

上記割当比率及びオプテックスグループが交付する普通株式数は、本株式分割の効力が生じたことを前提とした

数としています。 

（注3）本株式交換により交付する株式数 

オプテックスグループは、本株式交換に際して、本株式交換によりオプテックスグループがシーシーエス株式

（但し、オプテックスグループが保有するシーシーエス株式を除きます。）の全部を取得する時点の直前時（以

下「基準時」といいます。）のシーシーエスの株主の皆様（但し、オプテックスグループを除きます。）に対

し、その保有するシーシーエス株式に代わり、その保有するシーシーエス株式の数の合計に1.40を乗じた数のオ

プテックスグループ株式を交付します。なお、シーシーエスは、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する

シーシーエスの取締役会決議により、シーシーエスが保有する自己株式及び基準時までにシーシーエスが保有す

ることとなる自己株式（本株式交換に関して行使される会社法第785条第１項の規定に定める反対株主の株式買

取請求に係る株式の買取りによって取得する自己株式を含みます。）の全部を、基準時までに消却する予定で

す。 

また、オプテックスグループの交付する株式については、全て新たに発行する株式にて対応する予定です。な

お、オプテックスグループが交付する株式数は、シーシーエスの自己株式の消却等により、今後修正される可能

性があります。 

（注4）単元未満株式の取り扱いについて 

本株式交換に伴い、オプテックスグループの単元未満株式を保有することとなる株主の皆様については、その株

式数に応じて本株式交換の効力発生日以降の日を基準日とするオプテックスグループの配当金を受領する権利を

有することになりますが、金融商品取引所市場において当該単元未満株式を売却することはできません。オプテ

ックスグループの単元未満株式を保有することとなる株主の皆様においては、以下の制度をご利用いただくこと

ができます。 

① オプテックスグループ株式の買取制度（単元未満株式の売却） 

会社法第192条第１項の規定に基づき、オプテックスグループの単元未満株式を保有することとなる株主の皆様

が、その保有する単元未満株式を買い取ることをオプテックスグループに対して請求することができる制度で

す。 

② オプテックスグループ株式の買増制度（１単元（100株）への買増し） 

会社法第194条第１項及びオプテックスグループの定款の規定に基づき、オプテックスグループの単元未満株式

を保有することとなる株主の皆様が、その保有する単元未満株式の数と併せて１単元（100株）となる数の株式

をオプテックスグループから買い増すことができる制度です。なお、オプテックスグループは、現時点ではかか

る買増制度を採用しておりませんが、平成30年３月24日開催のオプテックスグループ定時株主総会において単元

未満株式の買増制度の導入に伴う定款の一部変更の効力が発生することを条件にかかる買増制度を新設しており

ます。 

（注5）１株に満たない端数の処理 

本株式交換により交付されるべきオプテックスグループ株式の数に１株に満たない端数が生じた場合、オプテッ

クスグループは、当該端数の割当てを受けることとなるシーシーエスの株主の皆様に対しては、会社法第234条

その他の関連法令の定めに従い、１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日 
当期首残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

    平成年月日         平成年月日 

シーシーエ
ス株式会社

第２回無担保
社債 
（注）１ 

26.３.31 
200,000 

(―) 
200,000 

(―) 0.73 なし 31.３.29 

合計 － － 200,000 
(―) 

200,000 
(―) 

－ －  

 （注）１．（  ）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

－ 200,000 － － －

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 650,280 400,000 0.36 －

１年以内に返済予定の長期借入金 170,836 101,392 1.07 －

１年以内に返済予定のリース債務 989 751 1.55 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 160,876 59,484 1.14 平成31年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 751 － 1.55 － 

計 983,732 561,627 － －

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

区分
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 59,484 － － －

 

【資産除去債務明細表】

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。 
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（2）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 2,343,966 4,522,650 6,606,212 9,022,879

税金等調整前四半期（当期）純利益金

額（千円）
434,832 768,245 1,065,645 1,389,818

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益金額（千円）
309,380 573,870 809,954 1,053,933

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
57.11 105.93 149.50 194.54

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額（円） 57.11 48.82 43.58 45.03
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２【財務諸表等】

（1）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：千円) 

  前事業年度 
(平成28年12月31日) 

当事業年度 
(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,304,906 1,764,204 

受取手形 534,524 616,494 

売掛金 ※２ 1,044,824 ※２ 1,261,525 

商品及び製品 369,913 484,098 

仕掛品 216,527 286,430 

原材料及び貯蔵品 451,561 562,653 

繰延税金資産 87,871 136,727 

その他 ※２ 37,478 ※２ 73,835 

貸倒引当金 △1,919 △1,677 

流動資産合計 4,045,688 5,184,292 

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※１ 345,646 368,509 

工具、器具及び備品 195,292 212,674 

土地 ※１ 492,318 608,587 

リース資産 1,586 678 

建設仮勘定 10,205 486 

その他 4,761 3,562 

有形固定資産合計 1,049,811 1,194,498 

無形固定資産    

ソフトウエア 109,890 113,286 

その他 3,772 3,197 

無形固定資産合計 113,662 116,483 

投資その他の資産    

関係会社株式 182,594 182,594 

関係会社出資金 157,273 50,782 

差入保証金 85,675 103,544 

繰延税金資産 85,707 37,276 

その他 4,623 74,675 

投資その他の資産合計 515,875 448,873 

固定資産合計 1,679,349 1,759,855 

資産合計 5,725,038 6,944,147 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成28年12月31日) 
当事業年度 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 ※２ 314,805 ※２ 368,962 

短期借入金 600,000 400,000 

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 170,836 101,392 

未払金 ※２ 365,124 ※２ 436,602 

未払法人税等 24,400 299,930 

賞与引当金 75,861 250,788 

その他 29,322 103,074 

流動負債合計 1,580,350 1,960,749 

固定負債    

社債 200,000 200,000 

長期借入金 160,876 59,484 

退職給付引当金 100,404 116,737 

その他 40,927 26,246 

固定負債合計 502,208 402,467 

負債合計 2,082,558 2,363,217 

純資産の部    

株主資本    

資本金 462,150 462,150 

資本剰余金    

資本準備金 127,450 127,450 

その他資本剰余金 1,333,022 1,333,022 

資本剰余金合計 1,460,472 1,460,472 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

別途積立金 340,000 340,000 

繰越利益剰余金 1,380,023 2,318,771 

利益剰余金合計 1,720,023 2,658,771 

自己株式 △166 △463 

株主資本合計 3,642,479 4,580,930 

純資産合計 3,642,479 4,580,930 

負債純資産合計 5,725,038 6,944,147 
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②【損益計算書】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年８月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 ※１ 2,614,337 ※１ 7,933,468 

売上原価 ※１ 1,208,196 ※１ 3,391,533 

売上総利益 1,406,141 4,541,935 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,168,407 ※１,※２ 3,241,381 

営業利益 237,733 1,300,553 

営業外収益    

受取利息 429 750 

受取配当金 ※１ 12,100 ※１ 79,969 

為替差益 10,190 3,098 

その他 ※１ 2,892 ※１ 16,299 

営業外収益合計 25,613 100,118 

営業外費用    

支払利息 5,618 9,498 

売上割引 4,649 17,704 

その他 1,079 4,290 

営業外費用合計 11,347 31,493 

経常利益 251,999 1,369,177 

特別損失    

固定資産除却損 655 4,044 

関係会社出資金売却損 － 89,284 

特別損失合計 655 93,329 

税引前当期純利益 251,344 1,275,848 

法人税、住民税及び事業税 14,920 283,349 

法人税等調整額 57,182 △425 

法人税等合計 72,102 282,923 

当期純利益 179,241 992,925 
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【製造原価明細書】

   
前事業年度

（自 平成28年８月１日
至 平成28年12月31日）

当事業年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 材料費   647,633 59.9 1,884,802 58.0

Ⅱ 労務費   132,643 12.3 348,475 10.7

 （内 退職給付費用）   (3,385) (0.3) (9,013) (0.3)

 （内 賞与引当金繰入額）   (12,294) (1.1) (40,034) (1.2)

Ⅲ 経費   300,493 27.8 1,014,386 31.2

（内 外注加工費）   (185,453) (17.2) (702,265) (21.6)

当期総製造費用   1,080,771 100.0 3,247,663 100.0

期首仕掛品たな卸高   202,748   216,527  

他勘定受入高   △8,260   △45,202  

合計   1,275,259   3,418,988  

期末仕掛品たな卸高   216,527   286,430  

当期製品製造原価   1,058,732   3,132,558  

           

 

（原価計算の方法）

実際原価による総合原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成28年８月１日 至 平成28年12月31日）

             (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   別途積立金 繰越利益剰

余金 

当期首残高 462,150 127,450 1,333,022 1,460,472 340,000 1,319,972 1,659,972 

当期変動額               

剰余金の配当           △119,189 △119,189 

当期純利益           179,241 179,241 

当期変動額合計 － － － － － 60,051 60,051 

当期末残高 462,150 127,450 1,333,022 1,460,472 340,000 1,380,023 1,720,023 

 

       

  株主資本 

純資産合計 
  自己株式 

株主資本合
計 

当期首残高 △166 3,582,428 3,582,428 

当期変動額       

剰余金の配当   △119,189 △119,189 

当期純利益   179,241 179,241 

当期変動額合計 － 60,051 60,051 

当期末残高 △166 3,642,479 3,642,479 
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当事業年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

             (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   別途積立金 

繰越利益剰
余金 

当期首残高 462,150 127,450 1,333,022 1,460,472 340,000 1,380,023 1,720,023 

当期変動額               

剰余金の配当           △54,177 △54,177 

当期純利益           992,925 992,925 

自己株式の取得               

当期変動額合計 － － － － － 938,748 938,748 

当期末残高 462,150 127,450 1,333,022 1,460,472 340,000 2,318,771 2,658,771 

 

       

  株主資本 

純資産合計 
  自己株式 

株主資本合
計 

当期首残高 △166 3,642,479 3,642,479 

当期変動額       

剰余金の配当   △54,177 △54,177 

当期純利益   992,925 992,925 

自己株式の取得 △297 △297 △297 

当期変動額合計 △297 938,450 938,450 

当期末残高 △463 4,580,930 4,580,930 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法を採用しております。

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、仕掛品、原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物    ８年～50年

工具、器具及び備品  ２年～８年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社使用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を考慮し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に備えるため、賞与支給見込額の内、当事業年度に負担すべき金額を計上し

ております。

(3) 退職給付引当金 

従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。
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４．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

(3) ヘッジ方針

市場金利の変動リスクを回避することを目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしており、有効性の評価を省略しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（貸借対照表関係）

※１．担保に供している資産及び担保付債務

 担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年12月31日）
当事業年度

（平成29年12月31日）

建物 112,286千円 －千円

土地 252,584 －

計 364,871 －

 

 担保付債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年12月31日）
当事業年度

（平成29年12月31日）

１年内返済予定の長期借入金 19,444千円 －千円

 

※２．関係会社項目

 関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記されたものの他、次のものがあります。

 
前事業年度

（平成28年12月31日）
当事業年度

（平成29年12月31日）

短期金銭債権 110,667千円 162,788千円

短期金銭債務 2,119 3,047

 

３．保証債務

 下記会社の銀行借入に対して債務保証を行っております。 

 
前事業年度

（平成28年12月31日）
当事業年度

（平成29年12月31日）

東莞鋭視光電科技有限公司 50,280千円 －千円
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（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自 平成28年８月１日
至 平成28年12月31日）

当事業年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

営業取引による取引高    

売上高 495,713千円 1,548,576千円

仕入高 5,723 16,733

販売費及び一般管理費 2,207 21,063

営業取引以外の取引高 16,577 107,997

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度46％、当事業年度45％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度54％、当事業年度55％であります。

 主な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度 

（自 平成28年８月１日 
  至 平成28年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成29年１月１日 

  至 平成29年12月31日） 

役員報酬及び給料手当 335,909千円 899,355千円 

法定福利費 51,852 140,672 

退職給付費用 16,725 48,628 

賞与引当金繰入額 58,445 205,220 

旅費交通費 58,233 166,628 

減価償却費 24,974 72,706 

支払手数料 142,790 326,756 

研究開発費 238,766 676,273 

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成28年12月31日）

 子会社株式(貸借対照表計上額 関係会社株式182,594千円、関係会社出資金157,273千円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成29年12月31日）

 子会社株式(貸借対照表計上額 関係会社株式182,594千円、関係会社出資金50,782千円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年12月31日）
 

当事業年度
（平成29年12月31日）

繰延税金資産     

一括償却資産 2,957千円  3,810千円

賞与引当金 23,365   77,242

退職給付引当金 30,623   35,604

たな卸資産 29,668   24,657

資産除去債務 4,405   4,442

関係会社株式評価損 14,039   14,039

事業税 3,524   27,672

繰越欠損金 80,286   －

その他 3,691   6,013

繰延税金資産小計 192,561   193,482

評価性引当額 △18,444   △19,073

繰延税金資産合計 174,117   174,409

繰延税金負債      

資産除去債務に対応する除去費用 △283   △150

前払退職年金費用 △254   △254

繰延税金負債合計 △538   △405

繰延税金資産の純額 173,578   174,003

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年12月31日）
 

当事業年度
（平成29年12月31日）

法定実効税率 30.8％   30.8％ 

（調整）      

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5   △1.8

試験研究費税額控除等 △2.5   △7.4

その他 1.8   0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.7   22.2

 

（重要な後発事象）

簡易株式交換による完全子会社化 

 

 当社と当社の親会社であるオプテックスグループ株式会社（以下「オプテックスグループ」）は、平成30年２

月14日に開催された両社の取締役会において、当社をオプテックスグループの完全子会社とすることを決議し、

平成30年７月１日を効力発生日として、オプテックスグループを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会

社とする株式交換（以下「本株式交換」）契約を締結いたしました。 

 なお、本株式交換契約は、平成30年3月23日開催の定時株主総会において承認されております。これにより、

当社株式は平成30年６月27日に上場廃止（最終売買日は平成30年６月26日）となる予定です。 

 詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項（重要な後発

事象）」をご参照ください。 
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円） 
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額 

有形固定資産 

建物 345,646 55,051 3,713 28,475 368,509 333,366 

工具、器具及び備品 195,292 129,421 268 111,770 212,674 934,272 

土地 492,318 116,269 － － 608,587 － 

リース資産 1,586 － － 908 678 3,863 

その他 4,761 － － 1,198 3,562 12,358 

建設仮勘定 10,205 22,283 32,003 － 486 － 

計 1,049,811 323,025 35,985 142,352 1,194,498 1,283,860 

無形固定資産 

ソフトウエア 109,890 48,871 61 45,413 113,286 416,251 

その他 3,772 － － 575 3,197 2,193 

計 113,662 48,871 61 45,988 116,483 418,444 

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 1,919 1,677 1,919 1,677

賞与引当金 75,861 250,788 75,861 250,788

 

（2）【主な資産及び負債の内容】

 連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（3）【その他】

 該当事項はありません。

- 70 -



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行います。ただし、電子公告によることができない事故その他

のやむを得ない事由が生じた時は、日本経済新聞に掲載して行います。

当社の公告掲載URLは次のとおりです。

http://www.ccs-inc.co.jp/ir/koukoku.html

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注） 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

① 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

② 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③ 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

④ 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第24期（自 平成28年８月１日 至 平成28年12月31日）平成29年3月27日近畿財務局長に提出

（2）内部統制報告書及びその添付書類

平成29年3月27日近畿財務局長に提出

（3）四半期報告書及び確認書

（第25期第１四半期）（自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日）平成29年5月12日近畿財務局長に提出

（第25期第２四半期）（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）平成29年8月10日近畿財務局長に提出

（第25期第３四半期）（自 平成29年７月１日 至 平成29年12月31日）平成29年11月10日近畿財務局長に提出

（4）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

平成29年３月27日近畿財務局長に提出 

（第24期第１四半期）（自 平成28年８月１日 至 平成28年10月31日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び

その確認書であります。 

（5）臨時報告書 

平成29年３月27日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（臨時株主総会における議決権行使の結果）に基 

づく、臨時報告書であります。 

（6）臨時報告書 

平成29年５月30日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく、臨時報告書でありま

す。

（7）臨時報告書

平成30年２月14日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）に基づく、臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

 

  平成３０年３月２３日 

シーシーエス株式会社  

 

  取締役会御中      

 

  有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
  公認会計士 尾  仲  伸  之  印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴  木  朋  之  印 

 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているシーシーエス株式会社の平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するため

に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用さ

れる。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統

制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シ

ーシーエス株式会社及び連結子会社の平成２９年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

強調事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成３０年２月１４日開催の取締役会において、会社をオプテック

スグループ株式会社（以下「オプテックスグループ」）の完全子会社とすることを決議し、平成３０年７月１日を効力発

生日として、オプテックスグループを株式交換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換契約を締結した。

また、当該株式交換契約は平成３０年３月２３日開催の会社の定時株主総会において承認されている。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、シーシーエス株式会社の

平成２９年１２月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

 

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基

準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施するこ

とを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要

性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結

果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、シーシーエス株式会社が平成２９年１２月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上 

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 



   

独立監査人の監査報告書 

 
 

  平成３０年３月２３日 

シーシーエス株式会社  

 

  取締役会御中      

 

  有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
  公認会計士 尾  仲  伸  之  印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴  木  朋  之  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているシーシーエス株式会社の平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日までの第２５期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。 
 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財

務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シーシ

ーエス株式会社の平成２９年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 
 
強調事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成３０年２月１４日開催の取締役会において、会社をオプテック

スグループ株式会社（以下「オプテックスグループ」）の完全子会社とすることを決議し、平成３０年７月１日を効力発

生日として、オプテックスグループを株式交換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換契約を締結した。

また、当該株式交換契約は平成３０年３月２３日開催の会社の定時株主総会において承認されている。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 
 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上
 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
 


